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復興庁

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

　政策名：復興施策の推進

　　　　　　施策名：（１）復興支援に係る施策の推進

0001 復興特区支援利子補給金 H23 未定 1,459 1,459 1,384 

 昨年度の公開プロセスで指摘を受けた予算
規模の適正化が図られていることは評価で
きる。また、減額補正し、不用額を抑えた
ことも評価できる。引き続き予算規模の適
正化に取り組むこと。

現状通り

昨年度から積算方法を見直したことで予算規
模の適正が図られた。被災地域における雇用
機会の創出等の観点から復興に資する必要性
の高い事業であり、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

1,522 1,337.36 ▲185 - 現状通り
事業の目的である被災地域における雇用機
会の創出等の達成に向け、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興支援対策費
(事項)東日本大震災復興に係る支援対策に必要な経費

復興
庁

- 0001 - - - - - その他 ○

0002 被災者支援総合交付金 H27 未定 20,006 20,006 14,966 

 昨年度に比べ、執行率が改善したことは評
価できるが、成果目標の根拠及び予算の妥
当性について、確認、検討する必要があ
る。引き続き、被災者に寄り添ったより効
率的な執行に努めること。

現状通り

○被災者支援の観点から復興に資する必要性
の高い事業であり、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

19,016 19,015 ▲1 - 
年度内に改善を

検討

○事業の目的である被災者の生活再建の達
成に向け、引き続き効率的・効果的な予算
の執行に努めていく。
○アウトカムの設定について、なるべく早
く結果を集計し、来年度以降の施策に役立
てることができるような仕組みを検討す
る。

復興庁（文科省、厚労
省）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興支援対策費
(事項)東日本大震災復興に係る支援対策に必要な経費

復興庁 - 0002 - - - - - その他 ○

　　　　　　施策名：（２）復興交付金制度に係る施策の推進

0003 東日本大震災復興交付金 H23 H32 52,502 108,782 108,714 

 進捗状況に応じた予算規模に見直されたこ
とは評価できる。全ての復興交付金事業計
画完了に向け、引き続き、進捗管理の徹底
を図ること。

現状通り

被災地における市街地の再生等を支援し、復
興に資する必要性の高い事業であり、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

80,466 55,529 ▲24,937 - 現状通り

事業の目的である被災地における市街地再
生の支援に向け、被災地それぞれの事情に
配慮しつつ、引き続き効率的・効果的な予
算の執行に努めていく。

復興庁（文部科学省、
厚生労働省）において
執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興推進費
(事項)東日本大震災復興の推進に必要な経費

復興庁 - 0003 - - - - - その他 ○ ○

　　　　　　施策名：（３）原子力災害からの復興に係る施策の推進

0004 福島生活環境整備・帰還再生加速事業 H27 未定 18,101 15,519 8,005 

 毎年度多額の繰越が生じている。２９年度
執行率が52％であることを踏まえ、執行見
込を精査し、予算規模の適正化を図るこ
と。また、関係地方公共団体とも連携し、
事業の進捗管理を徹底すること。

現状通り

福島県の被災１２市町村における避難解除等
区域における、公共施設・公益的施設の機能
回復、住民の帰還を促進するための取組や直
ちに帰還できない区域への将来の帰還に向け
た荒廃抑制・保全対策を実施することを目的
とした復興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き地元の要望等を踏まえ効果的な
予算の執行に努めること。

15,007 14,087 ▲920 - 現状通り

毎年度多額の繰越及び不用が出ていること
から、31年度予算については、福島県の被
災１２市町村から必要経費を聴取し予算規
模の適正化を図った。引き続き地元の要望
を踏まえ、効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)原子力災害復興再生支援事業費
(事項)原子力災害からの復興再生の支援に必要な経費

復興庁 - 0004 - - - - - その他 ○

0005 福島再生加速化交付金 H25 未定 80,671 79,447 73,866 

 引き続き、被災地のニーズを踏まえた事業
とすること。本事業は、毎年度多額の繰越
を生じていることから、被災自治体との連
絡を密にし、確実に事業が完了するよう、
事業の進捗管理に努めること。

現状通り
福島の復興・再生に資する必要性の高い事業
であり、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

82,847 88,424 5,577 - 現状通り

事業の目的である福島の再生の加速のた
め、被災地それぞれの事情に配慮しつつ、
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

復興庁（内閣府、警察
庁、総務省、文部科学
省、スポーツ庁、厚生
労働省、農林水産省、
経済産業省、国土交通
省、環境省、原子力規
制委員会）において執

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)原子力災害復興再生支援事業費
(事項)原子力災害からの復興再生の支援に必要な経費

復興庁 - 0005 - - - - - その他 ○ ○

　　　　　　施策名：（４）被災者の住宅再建の支援に係る施策の推進

　　　　　　施策名：（５）「新しい東北」の創造に係る施策の推進

0006 「新しい東北」官民連携推進協議会運営事業 H25 H32 880 880 772 

 引き続き、効率的・効果的な執行に努める
こと。また、平成32年度の復興創生期間終
了後も、「新しい東北」が実現できるよ
う、事業終了年度までの事業の在り方につ
いて検討すること。

事業内容の一部
改善

○「新しい東北」実現の観点から復興に資す
る必要性の高い事業であり、引き続き効率性
に留意しつつ予算の執行を進めること。
○実施状況を把握した上で終期も検討してい
くこと。
○支出先の選定に当たっては、競争性を確保
する取組を行うこと。

778 763 ▲15 - 執行等改善

これまでに蓄積したノウハウ等を被災地で
展開・普及するための支援を強化するとと
もに、震災復興や地域課題の解決に取り組
む多様な主体（企業、大学、NPO等）間の
連携を推進し、引き続き効率的・効果的な
予算の執行に努めていく。
また、本事業に関する実施状況やニーズを
踏まえ、事業の終期についても検討する。
支出先の選定に当たっては、十分な公告期
間の確保や事業内容の精査等により競争性
を確保するよう努める。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 - 0006 - - - - - その他 ○

0007 「新しい東北」交流拡大モデル事業 H27 H32 491 491 489 

 引き続き、効率的・効果的な執行に努める
こと。この事業で得られた成果を積極的に
発信したり、他の取組と連携することに
よって、東北の観光復興に効果的に役立て
ること。

現状通り
東北の観光復興に資する必要性の高い事業で
あり、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

433 437 5 - 現状通り

事業の目的である、東北地方の交流人口の
拡大のため、被災地に配慮しつつ、他省庁
等の取組と連携し、引き続き効率的・効果
的な予算の執行に努めていく。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 - 0007 - - - - - その他 ○

0008 チーム化による水産加工業等再生モデル事業 H29 H30 135 135 130 

 事業終了に向けて、目標がどの程度達成さ
れたか等、本事業について総括すること。
また、本事業により得られた成果を別の地
域及び別事業に生かせる取組を継続するこ
と。

事業内容の一部
改善

　本事業における成果目標の達成状況や実施
した事業等について検証を実施すること。ま
た、本事業によって得られた成果を別の地域
及び別事業に生かせる取組を継続すること。

121 121 - - 執行等改善

　これまでの本事業の実施状況や被災地域
の現状等を踏まえて、選定方法を改善す
る。
また、本事業によって得られた成果につい
ては、他の地域や他の事業で活用できるよ
う取組を引き続き実施。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 新29 - 0001 - - - - - 前年度新規 ○

0009 伴走型人材確保・育成支援モデル事業 H29 H32 310 310 234 

 成果目標の達成状況についてしっかり分析
した上で、事業終了年度である平成32年度
に目標が達成されるよう、さらに取り組み
を進めること。

現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえつ
つ、他の人材確保・育成事業との連絡を図り
ながら効率的な取り組みを行っていくこと。

323 328 5 - 現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえ
つつ、他の人材確保・育成事業と連携を図
りながら効率的な予算執行を行っていく。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 新29 - 0002 - - - - - 前年度新規 ○

0010 企業内専門人材派遣支援モデル事業 H29 H32 357 357 252 
 本事業により得られた成果を活用し、他の
人材確保・育成事業と連携を図り、効率的
な取り組みを進めること。

現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえつ
つ、他の人材確保・育成事業との連絡を図り
ながら効率的な取り組みを行っていくこと。

351 332 ▲19 - 現状通り

引き続き被災地域におけるニーズを踏まえ
つつ、本事業により得られた成果を活用
し、他の人材確保・育成事業との連携を図
りながら効率的な予算執行を行っていく。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 新29 - 0003 - - - - - 前年度新規 ○

0011 被災地域人材確保対策調査事業費 H29 H32 29 29 22 
 関係地方公共団体等や他の事業と連携し、
地元のニーズに合った、効果的な事業とす
ること。

現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえつ
つ、他の人材確保・育成事業との連絡を図り
ながら効率的な取り組みを行っていくこと。

29 30 1 - 現状通り
引き続き被災地域におけるニーズを踏まえ
つつ、他の人材確保・育成事業と連携を図
りながら効率歴な予算執行を行っていく。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)新しい東北施策推進費
(事項)新しい東北の施策の推進に必要な経費

復興庁 新29 - 0004 - - - - - 前年度新規 ○

　　　　　　施策名：（６）東日本大震災からの復興に係る施策の推進（（１）～（５）に掲げるものを除く。）

0012 東日本大震災復興推進調整費 H23 H31 750 750 - 
 引き続き、復興特会における各種事業の充
実状況も踏まえつつ、執行見込みを精査
し、予算規模の適正化を図ること。

現状通り
復興特会における各種事業の充実状況および
平成28年度から執行が無いことを踏まえつ
つ、予算規模の適正化を行うこと。

200 200 - - 現状通り

○H31年度要求においては、H30年度と同様
に予算規模の適正化を図った。
○事業の目的である、被災地域の復興事業
の速やかな実施のため、引き続き効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

復興庁
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興推進調整費
(事項)東日本大震災復興に係る推進調整に必要な経費

復興庁 - 0009 - - - - - 平成２９年度対象

　政策名：1.経済財政政策の推進

　　　　　　施策名：（7）NPO等の「絆力（きずなりょく）」を活かした復興・被災者支援の推進

0013
ＮＰＯ等の「絆力（きずなりょく）」を活か
した復興・被災者支援事業

H28 未定 203 203 186  対象外 現状通り

行政の手が行き届かない課題に対し取組を行
うことは、被災者支援において必要性の高い
事業である。引き続き、被災者等に寄り添っ
た、より効率的な予算の執行に努めること。
今後の復興・復旧の状況を見据え事業在り
方、終期について検討すること。

203 203 - - 現状通り

引き続き被災者等に寄り添った、より効率
的な執行に努めていく。
終期については、被災者の要望や復旧の状
況等を踏まえ、検討していきたい。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)経済財政政策に関する調査等に必要な経費

復興庁 - 0010 - - - - - 平成２８年度対象 ○

　政策名：1.防災政策の推進

　　　　　　施策名：（5）防災行政の総合的推進

0014 被災者生活再建支援法施行に要する経費 H25 H32 13,542 12,338 12,137 

 引き続き、被災者への支援金の支出状況に
ついて把握する事で、適切な進捗管理、効
率的な執行に努めること。また、平成32年
度の復興・創生期間の終了を見据えて、事
業の今後の在り方を検討すべき。

現状通り

被災者の方々の生活再建を支援する事で生活
の安定と被災地の復興に寄与しているところ
であり、必要性の高い事業である。執行につ
いて改善しており。引き続き、適正な予算規
模に努めること。

10,796 10,655 ▲141 - 現状通り

被災者の生活の再建を支援する事で生活の
安定と被災地の復興に寄与している。
今後も執行の状況を踏まえ、予算規模の適
正化に努めていく。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)防災基本政策の企画立案等に必要な経費

復興庁 - 0011 - - - - - その他 ○

0015 災害救助法による災害救助等 H24 H32 23,045 23,045 16,171  対象外 現状通り

災害救助及び被災者の方々の支援の観点から
必要性の高い事業である。毎年度多額の不用
がある事から、今後の見通しを精査し、予算
規模の適正化を行うこと。

16,703 9,723 ▲6,979 - 現状通り

災害救助及び被災者の方々の支援をおこ
なっているところであり、引き続き被災者
等に寄り添った、より効率的な執行に努め
ていく。しかしながら、毎年度多額の不用
が出ている事から、予算規模の適正化に努
めていく。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)防災基本政策の企画立案等に必要な経費

復興庁 - 0012 - - - - - 平成２８年度対象 ○

　政策名：1.原子力災害対策の充実・強化

　　　　　　施策名：（1）原子力防災対策の充実・強化

0016 原子力施設等防災対策等交付金 H25 H30 550 69 66 
 事業の完了に向け、引き続き、事業の適切
な進捗管理、効率的な予算執行に努めるこ
と。

終了予定
当該事業は終了するが、得られた知見は他の
事業にも活用していくこと。

2,146 - ▲2,146 - 予定通り終了 平成30年度をもって終了とする。
内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)原子力災害対策に必要な経費

復興庁 - 0013 - - - - - 最終実施年度 ○

　　　　　　施策名：（2）原子力被災者生活支援の推進

0017 帰還困難区域の入域管理・被ばく管理等 H25 未定 5,678 5,341 3,416  対象外 現状通り

帰還困難区域の入域管理の観点から復興に資
する必要性の高い事業である。執行率が下
がったことから、要因を分析し予算規模の適
正化に努めること。

5,633 5,772 139 - 現状通り

帰還困難区域の入域管理を行うことで、安
全な入域を確保しているところである。今
後の予定を踏まえつつ、より効率的な予算
の執行に努めていく。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)原子力災害対策に必要な経費

復興庁 - 0014 - - - - - 平成２８年度対象 ○

　政策名：1.男女共同参画社会の形成の促進

　　　　　　施策名：（3）東日本大震災による女性の悩み・暴力に関する相談事業

0018
東日本大震災による女性の悩み・暴力に関す
る相談事業に必要な経費

H24 H32 35 35 31  対象外 現状通り

震災を起因とした女性の悩み等の軽減に資す
る必要性の高い事業である。引き続き、被災
者等に寄り添った、より効率的な予算の執行
に努めること。

22 16 ▲5 - 現状通り

震災を起因とした女性の悩み等の軽減に取
り組んでいるところである。引き続き、被
災者等に寄り添った、より効率的な予算の
執行に努めるとともに、被災県が独自に相
談対応できるように努めていく。

内閣府
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)地域活性化等復興政策費
(事項)男女共同参画社会の形成の促進に必要な経費

復興庁 - 0015 - - - - - 平成２８年度対象

　政策名：Ⅰ．市民生活の安全と平穏の確保

　　　　　　施策名：１．総合的な犯罪抑止対策の推進

0019 都道府県警察費補助金（被災地） H24 H32 71 71 37  対象外
事業内容の一部

改善

平成29年度の執行率が52％と低く、復興の進
展に伴い今後は事業に対するニーズの低下が
予想されることから、事業規模の見直しを行
うことが適当である

56 5 ▲51 ▲51 縮減
執行実績等を踏まえ、事業規模等の見直し
を行い、減額のうえ平成31年度予算要求を
行う。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興政策費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0016 - - - - - 平成２７年度対象 ○

0020
都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）

H24 H32 344 371 371  対象外 現状通り
被災地の治安維持の観点から復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き効率性に留
意しつつ予算の執行を進めること。

738 114 ▲625 - 現状通り
事業の目的である警察施設の復旧に向け、
引き続き効率的・効果的な予算執行に努め
ていく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興事業費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0017 - - - - - 平成２７年度対象 ○

0021 都道府県警察施設の耐震改修等（被災地） H24 H29 - 309 309  対象外 終了予定
当該事業は終了するが、得られた知見・成果
は他の事業にも活用していくこと。

- - - - 予定通り終了
被災地における警察本部及び警察署の耐震
化は達成した。得られた知見・成果は他の
事業にも活用していく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興事業費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0018 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0022 災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備 H25 H32 5 27 16  対象外 現状通り
被災地の治安維持の観点から復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き効率性に留
意しつつ予算の執行を進めること。

18 2 ▲16 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興政策費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0019 - - - - - 平成２８年度対象

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

（単位：百万円）
平成３０年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３１年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

会計区分 項・事項
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平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

会計区分 項・事項

0023 災害警備活動に係る装備資機材の校正 H25 H32 6 6 6  対象外 現状通り

被災地の治安維持の観点から復興に資する必
要性の高い事業であるが、復興の進展に伴い
今後は事業に対するニーズの低下が予想され
ることから、事業規模の見直しを行うことが
適当である

93 6 ▲88 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興政策費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0020 - - - - - 平成２８年度対象

0024 災害警備活動に係る活動旅費等 H25 H32 286 286 262  対象外 終了予定
適当人員数については震災発生後の状況の変
化を踏まえ、人員の絞り込みを適宜行い事業
を縮小していくこと。

280 - ▲280 ▲280 廃止
避難指示区域の縮小及び福島県における治
安情勢の変化を踏まえ、特別派遣部隊の運
用を見直すこととし、当事業を終了する。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興政策費
(事項)警察活動基盤の整備に必要な経費

復興庁 - 0021 - - - - - 平成２８年度対象

　　　　　　施策名：２．地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

- - - - - -

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

- - - - - -

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

- - - - - -

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

- - - - - -

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

- - - - - -

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

- - - - - -

　　　　　　施策名：３．悪質商法等の防止及び環境破壊等の防止

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

- - - - - -

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

- - - - - -

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

- - - - - -

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

- - - - - -

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

- - - - - -

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

- - - - - -

　政策名：Ⅱ．犯罪捜査の的確な推進

　　　　　　施策名：１．重要犯罪・重要窃盗犯の検挙向上

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　　　　　　施策名：２．政治・行政・経済の構造的不正の追及の強化

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　　　　　　施策名：３．振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺の捜査活動及び予防活動の強化

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　　　　　　施策名：４．捜査への科学技術の活用

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　　　　　　施策名：５．被疑者取調べの適正化

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】
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会計区分 項・事項

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　政策名：Ⅲ．組織犯罪対策の強化

　　　　　　施策名：１．暴力団等犯罪組織の存立基盤の弱体化

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　　　　　　施策名：２．国際組織犯罪対策の強化

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　政策名：Ⅳ．安全かつ快適な交通の確保

　　　　　　施策名：１．歩行者・自転車利用者の安全確保

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　　　　　　施策名：２．運転者対策の推進

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　　　　　　施策名：３．道路交通環境の整備

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　政策名：Ⅴ．国の公安の維持

　　　　　　施策名：１．重大テロ事案等を含む警備犯罪への的確な対処

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】
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※対象となる場合、理
由を記載

会計区分 項・事項

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　　　　　　施策名：２．災害への的確な対処

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　　　　　　施策名：３．対日有害活動・国際テロ等の未然防止及びこれら事案への的確な対処

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　政策名：Ⅵ．犯罪被害者等の支援の充実

　　　　　　施策名：１．犯罪被害者等に対する経済的支援・精神的支援等総合的な支援の充実

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　政策名：Ⅶ．安心できるIT社会の実現

　　　　　　施策名：１．サイバーセキュリティの確保とサイバー犯罪・サイバー攻撃の抑止

都道府県警察費補助金（被災地）
【0019の再掲】

都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関
連は除く）
【0020の再掲】

都道府県警察施設の耐震改修等（被災地）
【0021の再掲】

災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備
【0022の再掲】

災害警備活動に係る装備資機材の校正
【0023の再掲】

災害警備活動に係る活動旅費等
【0024の再掲】

　いずれの施策にも関連しないもの

0025 交通警察に係る補助金事業（被災地） H24 H32 303 274 274  対象外 現状通り
被災地の治安維持の観点から復興に資する必
要性の高い事業であり、引き続き効率性に留
意しつつ予算の執行を進めること。

460 291 ▲170 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

内閣府（警察庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)治安復興事業費
(事項)安全かつ快適な交通の確保に必要な経費

復興庁 - 0022 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：横断的施策

　　　　　　施策名：２．業務継続体制の確立と災害への対応

0026 金融機能安定・円滑化復興事業 H24 未定 32 32 9 

 執行率が極めて低い原因を精査の上、事業
の必要性について抽象的理由ではなく，具
体的なニーズを検証する必要がある。
被災者支援施策に係る周知広報等について
は、事業者に偏りがないかどうかを調査す
ること。

現状通り
執行率が極めて低い状況になっていることを
踏まえ、事業の必要性や原因を精査の上、具
体的なニーズを検証すること。

12 7 ▲5 ▲5 縮減

・直近の執行状況等を踏まえ、31年度概算
要求では金額を縮減している。
・引き続き当該事業の制度の利用状況等の
推移を踏まえ、適切に予算へ反映してい
く。
・被災者支援施策に係る周知広報等の支出
先の選定については、引き続き一般競争契
約を実施するなど、今後も適切な契約手続
きに努めていく。

内閣府（金融庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)金融機能安定・円滑化復興政策費
(事項)金融政策推進に必要な経費

復興庁 - 0023 - - - - - その他 ○

　政策名：１．消費者政策の推進

　　　　　　施策名：（４）地方消費者行政の推進

0027 地方消費者行政のための事業に必要な経費 H24 未定 482 482 399 

 本事業に対するニーズを的確に把握し、予
算規模の精査と適正化を図ること。H32年度
の事業終了に向けより効率的な執行に努め
ること。

現状通り

消費者行政の回復に資する必要性の高い事業
である、引き続き、効率性に留意しつつ予算
規模の適正化に努めること。また、今後の復
興・復旧の状況を見据え事業の終期について
検討すること。

482 482 - - 現状通り

消費者行政の回復に取り組んでいるところ
である。引き続き、効率性に留意しつつ予
算の執行に努めていく。また、今後の復
興・復旧の状況を見据え事業の終期につい
て検討していきたい。

内閣府（消費者庁）
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)消費生活復興政策費
(事項)消費者政策に必要な経費

復興庁 - 0024 - - - - - その他 ○ ○

　政策名：Ⅴ．情報通信（ＩＣＴ政策）

　　　　　　施策名：２．情報通信技術高度利活用の推進

0028 被災地域情報化推進事業 H24 未定 174 124 50  対象外 現状通り

被災自治体の情報通信技術（ICT）を活用した
復旧・復興に係る取り組みへの支援を、引き
続き効率性に留意しつつ予算の執行を進める
とともに事業の終期についても検討するこ
と。
また、平成２８年度の執行率が低いことを踏
まえ、予算要求に当たっては予算規模の適正
化を行うこと。

21 54 33 - 現状通り

事業規模を精査し、引き続き効率的な予算
の執行に努めていく。
また、事業の終期については、復興の状況
及び被災者のニーズを踏まえ平成30年度以
降検討していくこととしたい。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
(事項)情報通信技術の利活用高度化に必要な経費

復興庁 - 0025 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

　　　　　　施策名：４．情報通信技術利用環境の整備

0029 情報通信基盤災害復旧事業費補助金 H24 H32 292 359 89 

 執行率が毎年落ちてきていること。事業に
対するニーズを的確に把握し、事業の終期
を検討しつつ、予算規模の精査と適正化を
図ること。

現状通り
平成29年度の不用が多いことを踏まえ、予算
要求にあたっては予算規模の適正化を行うこ
と。

17 47 31 - 現状通り

事業の実施は地方公共団体の整備計画に合
わせて行われており、土地造成の遅れ等が
影響する場合がある。引き続き予算を適切
に執行するため、地方公共団体における事
業スケジュールや進捗状況を勘案して、調
整を図りながら対応していきたい。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
(事項)情報通信技術の利用環境整備に必要な経費

復興庁 - 0026 - - - - - その他 ○

　政策名：Ⅶ．国民生活と安心・安全

　　　　　　施策名：４．消防防災体制の充実強化
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0030 消防防災施設等の災害復旧に必要な経費 H24 未定 1,121 5,345 2,896  対象外 現状通り

引き続き復旧事業の執行状況を精査し、適切
な予算規模を検討すること。また、震災発生
直後と比較した状況の変化を踏まえ、事業の
終期について検討を行うこと。

1,493 2,212 719 - 現状通り

事業の目的である消防防災施設及び消防防
災設備の復旧に向け、引き続き効率的・効
果的な予算の執行に努めていく。
また、事業の終期については、復興の状況
を踏まえ平成30年度以降検討していくこと
としたい。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興事業費
(事項)消防防災体制等の整備に必要な経費

復興庁 - 0027 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0031
福島第一原子力発電所事故に伴う避難指示区
域での消防活動等に要する経費（原子力災害
避難指示区域消防活動費交付金）

H25 未定 77 91 91  対象外 現状通り

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う避
難指示区域における消防活動や消防応援活動
等を支援するため、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討を行うこ
と。

202 396 194 - 現状通り

引き続き効率的な予算の執行に努めてい
く。
また、事業の終期については、復興の状況
を踏まえ平成30年度以降検討していくこと
としたい。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
(事項)消防防災体制等の整備に必要な経費

復興庁 - 0028 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0032
緊急消防援助隊の出動経費（緊急消防援助隊
活動費負担金）

H25 H35 98 84 74  対象外 現状通り

平成29年度の不用が多いことを踏まえ、予算
要求にあたっては予算規模の適正化を行うこ
と。また、震災発生直後と比較した状況の変
化を踏まえ、事業の終期について検討を行う
こと。

39 15 ▲24 - 現状通り

本事業は、ヘリコプターエンジンを分解し
除染が必要と認められた場合に執行される
ものである。分解は、国土交通省の告示に
て定められた限界使用時間を基準に行われ
ているため、終期もその範囲内で検討して
いく。

総務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)生活基盤行政復興政策費
(事項)消防防災体制等の整備に必要な経費

復興庁 - 0029 - - - - - 平成２８年度対象 ○

　政策名：２．司法制度改革の成果の定着に向けた取組

　　　　　　施策名：（１）総合法律支援の充実強化

0033
震災に起因する法的紛争の解決に資する情報
提供業務・民事法律扶助業務の実施

H25 H32 589 589 589  対象外 現状通り

本事業の根拠法令である「東日本大震災の被
災者に対する援助のための日本司法支援セン
ターの業務の特例に関する法律」は。平成32
年度末までの時限であり、復興に資する必要
性の高い事業であると認められる。引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

611 602 ▲9 - 現状通り

引き続き効率性に留意して予算の執行に努
め，日本司法支援センターにおいて被災者
に対する情報提供業務及び民事法律扶助業
務等を充実させる。

法務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興日本司法支援センター運営費
(事項)東日本大震災復興に係る日本司法支援センター運営費交付
金に必要な経費

復興庁 - 0030 - - - - - 平成２８年度対象

　政策名：１０．国民の財産や身分関係の保護

　　　　　　施策名：（１）登記事務の適正円滑な処理

0034 登記事務処理の適正・迅速な実施 H25 H32 109 109 65  対象外 現状通り

東日本大震災の被災地における登記申請の適
正・迅速な事務処理に資するために、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

96 94 ▲2 - 現状通り

○引き続き効率性に留意して予算の執行に
努め，被災者のための登記相談事務及び被
災地域における登記申請の事務処理を適
切・迅速に実施する。東日本大震災からの
復旧・復興に係る登記申請については，相
続の登記に加え，復興事業の遅れにより，
生活再建に向けた被災代替建物の取得等に
関する登記申請が依然として高水準にあ
り，また，国や自治体等から，除染土壌等
の中間貯蔵施設建設のための用地取得等に
伴う所有権移転の登記の復興事業の進捗状
況に左右されるが，当該復興事業が進展し
ている状況を踏まえると，引き続き，登記
申請の増加が見込まれることから，平成31
年度の予算要求においても平成30年度予算
と概ね同額の要求を行った。
○支出先の選定に当たっては，仕様書の要
件の緩和，公告期間の長期設定等の取組み
を引き続き行っている。

法務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)法務行政復興政策費
(事項)登記事務処理に必要な経費

復興庁 - 0031 - - - - - 平成２８年度対象

　政策名：１５．法務行政全般の円滑かつ効率的な運営

　　　　　　施策名：（２）施設の整備

0035 被災した法務省施設の復旧 H25 H32 228 242 241  対象外 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努め
ていく。

823 2,082 1,259 - 現状通り

○引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
に努め、平成32年度末までに完了するよう
法務省施設の復旧を進める。
○支出先の選定に当たっては，入札公告の
掲示箇所の増加及び公告期間を長めに設定
するなど競争性の確保に努めていく。

法務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)法務行政復興事業費
(事項)法務省施設整備に必要な経費

復興庁 - 0032 - - - - - 平成２７年度対象 ○

　政策名：７　政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保

0036 東日本大震災復興特別貸付等実施事業 H24 未定 7,100 7,100 3,500 

 平成29年度における執行率低下の原因を精
査する必要がある。その原因が、事業自体
に対する具体的なニーズが乏しいことにあ
るのか、あるいは，事業の具体的内容・手
続に求められるかに応じて、適切な対策を
とる必要がある。

現状通り

執行率の低下した原因について精査するこ
と。また、被災地域における事業ニーズ等に
ついて検証を行った上で、必要に応じて、事
業内容や手続き等について見直しの検討を行
うべきである。

6,000 3,700 ▲2,300 ▲2,300 縮減

震災から５年以上が経過し、震災の影響を
受けている事業者が減少傾向にあり、東日
本大震災復興特別貸付の貸付実績が縮小し
ていることが執行率低下の原因の一つとし
て考えられることから、復興が完了してい
ない事業者からの底堅い資金需要も引き続
き見込まれることも踏まえつつ、平成31年
度概算要求額は前年度当初予算比23億円減
額した。

財務省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)財務行政復興事業費
(事項)政府関係金融機関の運営に必要な経費

復興庁 - 0033 - - - - - その他

　政策名：１．生涯学習社会の実現

　　　　　　施策名：３．地域の教育力の向上

0037 公立学校施設災害復旧費 H24 H32 6,950 17,961 14,686  対象外 現状通り

○被災地の公立学校施設の復旧を進め学校教
育の円滑な実施を確保する観点から、復興に
資する必要性の高い事業であり、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行を進めること。

3,732 2,543 ▲1,188 - 現状通り

東日本大震災等によって被害を受けた公立
学校施設の復旧や仮設校舎の整備等によ
り、学校教育の円滑な実施を確保するとい
う事業目的の達成に向け、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)公立文教施設整備に必要な経費
(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)学校施設の整備推進に必要な経費

復興庁 - 0035 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0038 公立社会教育施設災害復旧事業 H25 H32 1,157 3,431 3,129 
 引続き、被災地のニーズの把握に努め、
H32年度の事業終了に向け、より効果的な執
行に努めること。

現状通り
引続き、被災地のニーズの把握に努め、H32年
度の事業終了に向け、より効果的な執行に努
めること。

2,053 6,031 3,977 - 現状通り

東日本大震災等によって被害を受けた公立
社会教育施設の復旧等により、被災地にお
ける社会教育の円滑な実施を確保するとい
う事業目的の達成に向け、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)公立文教施設整備に必要な経費
(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)地域の教育力の向上に必要な経費

復興庁 - 0036 - - - - - その他 ○

0039 福島原子力災害避難区域教育復興事業 H26 H31 2,664 3,629 3,607 

 アウトカムが改善されており、平成3１年
度の事業終了に向け、引き続き、事業の適
切な進捗管理及び効率的な予算執行を行う
こと。

現状通り
平成3１年度の事業終了に向け、引き続き、事
業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

3,558 231 ▲3,327 - 現状通り

原子力災害避難区域において、未来を切り
拓く「強さ」を持った人材を育成するとと
もに、避難している子どもたちの受け皿を
整備することにより、区域における教育の
復興と持続可能な地域作り・復興を図る必
要性の高い事業であり、引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めること。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)確かな学力の育成に必要な経費
(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)公立文教施設整備に必要な経費

復興庁 - 0037 - - - - - 最終実施年度 ○

　政策名：２．確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

　　　　　　施策名：１．確かな学力の育成

0040 福島県教育復興推進事業 H27 H32 74 74 67  対象外 現状通り

福島県が実施する教育復興の取組を具体化、
加速化していくことが、原子力発電所事故の
避難地域への住民帰還の環境を整備するうえ
で重要との観点から、復興に資する必要性の
高い事業であり、引き続き効率性に留意しつ
つ予算の執行を進めること。

74 79 5 - 現状通り

福島県が実施する教育復興の取組を具体
化、加速化していくことが、原子力発電所
事故の避難地域への住民帰還の環境を整備
するうえで重要との観点から、復興に資す
る必要性の高い事業であり、引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行を進めること。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)確かな学力の育成に必要な経費

復興庁 - 0038 - - - - - 平成２８年度対象 ○

福島原子力災害避難区域教育復興事業
【0039の再掲】

　　　　　　施策名：２．豊かな心の育成

0041 緊急スクールカウンセラー等活用事業 H23 H32 2,701 2,701 2,698 

 児童の不登校の理由は必ずしも震災関連の
ものに限られないため、より多角的な成果
目標を設定することの方が合目的的であ
る。

現状通り
引続き、被災地のニーズの把握に努め、H32年
度の事業終了に向け、より効果的な執行に努
めること。

2,450 2,392 ▲58 - 現状通り

被災した児童生徒等の心のケアの充実を図
り、安心して学校生活を送ることができる
環境を確保するという事業目的の達成に向
け、引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。
成果目標について、所見も踏まえて、今後
検討していく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)豊かな心の育成に必要な経費

復興庁 - 0039 - - - - - その他 ○

　　　　　　施策名：７．安全・安心で豊かな学校施設の整備推進

公立学校施設災害復旧費
【0037の再掲】

公立社会教育施設災害復旧事業
【0038の再掲】

福島原子力災害避難区域教育復興事業
【0039の再掲】

　　　　　　施策名：８．教育機会の確保のための支援づくり

0042 被災地通学用バス等購入費補助 H24 H32 11 11 8  対象外 現状通り

被災地における教育環境は甚大な津波被害を
受けた地域や、原発事故により国の指示によ
り避難を余儀なくされている地域を除けば概
ね震災前の状況に戻りつつある状況であり、
一方で集団移転等により学校統合等が行われ
る地域からのニーズ等の残っている現状もあ
ることに留意しつつ、ニーズの把握に引き続
き努めること。

34 31 ▲3 - 現状通り

被災地における児童生徒の通学支援によ
り、被災地の教育環境の改善を図るという
事業目的の達成に向け、引き続き効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)教育機会の確保に必要な経費

復興庁 - 0040 - - - - - 平成２７年度対象 ○

0043 被災児童生徒就学支援等事業 H26 H32 6,198 6,198 5,563 
 引続き、被災地のニーズの把握に努め、
H32年度の事業終了に向け、より効果的な執
行に努めること。

現状通り
引続き、被災地のニーズの把握に努め、H32年
度の事業終了に向け、より効果的な執行に努
めること。

5,217 4,431 ▲786 - 現状通り

東日本大震災により経済的理由から就学が
困難となった世帯の幼児児童生徒に就学支
援等を実施し、もって教育機会の確保に資
する必要性の高い事業であり、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執行を進める。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)教育機会の確保に必要な経費

復興庁 - 0041 - - - - - その他 ○

　政策名：３．義務教育の機会均等と水準の維持向上

　　　　　　施策名：１．義務教育に必要な教職員の確保

0044 義務教育費国庫負担金に必要な経費 H24 H32 2,108 2,108 2,108 
 引き続き、被災地のニーズの把握に努め、
H32年度の事業終了に向け、より効果的な執
行に努めること。

現状通り
引続き、被災地のニーズの把握に努め、H32年
度の事業終了に向け、より効果的な執行に努
めること。

1,883 1,767 ▲116 - 現状通り

厳しい教育環境下に置かれている被災児童
生徒に対し、日常的な心のケアやきめ細や
かな学習支援を充実させる観点から、復興
に資する必要性の高い事業であり、引き続
き効率性に留意しつつ予算の執行を進める
こと。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)義務教育費国庫負担金に必要な経費

復興庁 - 0042 - - - - - その他 ○

　政策名：４．個性が輝く高等教育の振興
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　　　　　　施策名：１．大学などにおける教育研究の質の向上

0045 国立大学施設災害復旧費等 H26 H29 1,052 875 875  対象外 終了予定

国立大学施設の復旧に要する経費及び被災地
域の復興・地域再生の研究拠点となる施設の
整備は予定通り終了したため、事業の終了は
適当である。

- - - - 予定通り終了

国立大学施設の復旧に要する経費及び被災
地域の復興・地域再生の研究拠点となる施
設の整備は予定通り終了したため、事業を
終了する。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立大学法人施設整備費
(事項)東日本大震災復興に係る国立大学法人施設整備に必要な経
費

復興庁 - 0043 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　　　　　　施策名：２．大学などにおける教育研究基盤の整備

国立大学施設災害復旧費等
【0045の再掲】

　政策名：５．奨学金制度による意欲･能力のある個人への支援の推進

　　　　　　施策名：１．意欲･能力のある学生に対する奨学金事業の推進

0046 育英事業に必要な経費（育英資金貸付金） H24 H30 1,122 1,122 1,122  対象外 終了予定
事業計画通り進んでおり、事業の終了は適当
である。

128 - ▲128 - 予定通り終了
新規採択分は平成30年度をもって終了であ
り、計画通り執行したため事業は終了す
る。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)育英事業に必要な経費

復興庁 - 0044 - - - - - 平成２８年度対象

　政策名：６．私学の振興

　　　　　　施策名：１．特色ある教育研究を展開する私立学校の振興

0047 私立大学等経常費補助 H24 H32 1,752 1,752 1,530  対象外 現状通り
平成32年度の事業終了に向け、引き続き、事
業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

1,179 837 ▲342 - 現状通り

被災した私立学校において教育活動の円滑
かつ迅速な再開、震災前の教育環境の復
旧・確保を図るという事業目的の達成のた
め、引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)私立学校の振興に必要な経費

復興庁 - 0045 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0048 私立高等学校等経常費補助 H24 H32 65 65 2  対象外 現状通り
平成32年度の事業終了に向け、引き続き、事
業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

109 38 ▲71 - 現状通り

被災した私立学校において教育活動の円滑
かつ迅速な再開、震災前の教育環境の復
旧・確保を図るという事業目的の達成のた
め、引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)私立学校の振興に必要な経費

復興庁 - 0046 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0049 私立学校施設災害復旧（私立大学等） H25 H32 198 278 87 
 執行率が著しく低いことから、事業目的は
既にある程度は達成されたものと考えざる
を得ない。

事業内容の一部
改善

引続き、被災地のニーズの把握に努め、H32年
度の事業終了に向け、より効果的な執行に努
めること。
29年度執行できなかった地域について、事業
計画の終了時期を再検討すること。

329 115 ▲214 - 
年度内に改善を

検討

東日本大震災において激甚災害を受けた私
立の学校の用に供される建物等の災害復旧
に要する工事費等を補助するという事業目
的の達成のため、引き続き効率的・効果的
な予算の執行に努めていく。
29年度については、福島県対象校の多数が
平成29年春まで警戒区域に指定されていた
ことから、復旧が見通せず、不用額が発生
したもの。今後は事業終了に向け、速やか
に事業計画を再検討する。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興事業費
(事項)私立学校の振興に必要な経費

復興庁 - 0047 - - - - - その他 ○

0050 私立学校施設事務経費 H25 H32 0 0 -  対象外 現状通り
引続き、被災地のニーズの把握に努め、H32年
度の事業終了に向け、より効果的な執行に努
めること。

0 1 1 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)私立学校の振興に必要な経費

復興庁 - 0048 - - - - - 平成２９年度対象

　政策名：７．イノベーション創出に向けたシステム改革

　　　　　　施策名：１．産学官における人材・知・資金の好循環システムの構築

　政策名：８．科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

　　　　　　施策名：２．イノベーションの源泉としての学術研究と基礎研究の推進

国立大学施設災害復旧費等
【0045の再掲】

　政策名：９．未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

　　　　　　施策名：１．未来社会を見据えた先端基盤技術の強化

0051
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構
運営費交付金に必要な経費

H25 H32 417 417 417 
 平成32年度の事業終了に向け、引き続き、
事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執
行を行うこと。

現状通り
平成32年度の事業終了に向け、引き続き、事
業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

332 332 - - 現状通り

原子力災害からの環境回復を図るという観
点から復興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進める。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構運営費
(事項)東日本大震災復興に係る国立研究開発法人量子科学技術研
究開発機構運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0050 - - - - - その他

　　　　　　施策名：２．環境・エネルギーに関する課題への対応

　　　　　　施策名：３．健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応

0052
医療分野の研究開発の推進
（東北メディカル・メガバンク）

H23 H32 1,593 1,593 1,593 
 平成32年度の事業終了に向け、引き続き、
事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執
行を行うこと。

現状通り
平成32年度の事業終了に向け、引き続き、事
業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

1,584 1,584 - - 現状通り

被災地の住民の健康管理に貢献するととも
に、大規模なバイオバンクを構築するとい
う事業目的の達成のため、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)健康・医療・ライフサイエンスに関する課題対応に必要な
経費

復興庁 - 0053 - - - - - その他 ○

　　　　　　施策名：５．国家戦略上重要な基幹技術の推進

0053
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構運
営費交付金に必要な経費

H25 H32 2,808 2,808 2,808  対象外 現状通り
平成32年度の事業終了に向け、引き続き、事
業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

2,500 2,185 ▲315 - 現状通り

原子力災害からの環境回復を図るという観
点から復興に資する必要性の高い事業であ
り、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進める。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
運営費
(事項)東日本大震災復興に係る国立研究開発法人日本原子力研究
開発機構運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0054 - - - - - 平成２８年度対象

0054 東北マリンサイエンス拠点の形成 H25 H32 707 707 706  対象外 現状通り
調査研究の成果について、漁業関係者への
フィードバックや復興期間後にも漁業者との
協調関係を維持する基盤を作る視点が必要。

645 584 ▲61 - 現状通り

調査研究成果を水産業の現場へ還元するた
めの周知活動及び現場との共同調査活動を
強化・推進するとともに、地元自治体や水
産業の現場のニーズを注視し、必要性の高
い部分へ調査を集中させることでより効果
的に水産業復興に貢献する。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)海洋に関する基幹技術の推進に必要な経費

復興庁 - 0055 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：１０．原子力事故による被害者の救済

　　　　　　施策名：１．原子力事業者による原子力損害を賠償するための適切な措置の確保

0055 原子力損害賠償紛争審査会等 H25 H32 3,175 3,175 2,715 
 原子力損害の賠償問題は長期間にわたるこ
とが想定されるため、引き続き効率性を確
保しつつ事業遂行することが重要である。

現状通り
引き続き、被災者等に寄り添った、より効果
的な執行に努めること。

4,047 3,949 ▲98 - 現状通り
引き続き、被災者等に寄り添った、より効
果的な執行に努める。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)原子力損害賠償紛争審査会等に必要な経費

復興庁 - 0056 - - - - - その他 ○

　政策名：１１．スポーツの振興

　　　　　　施策名：１．子供の体力の向上

公立学校施設災害復旧費
【0037の再掲】

公立社会教育施設災害復旧事業
【0038の再掲】

福島原子力災害避難区域教育復興事業
【0039の再掲】

　政策名：１２．文化による心豊かな社会の実現

　　　　　　施策名：２．文化財の保存及び活用の充実

0056 国宝・重要文化財等の保存整備等 H24 H32 700 824 746 
 平成32年度の事業終了に向け、引き続き、
事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執
行を行うこと。

現状通り
平成32年度の事業終了に向け、引き続き、事
業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

371 314 ▲57 - 現状通り

被災地における貴重な国民的財産である文
化財を着実に後世へ継承する事業目的の達
成のため、引き続き効率的・効果的な予算
の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)文化財の保存及び活用に必要な経費

復興庁 - 0057 - - - - - その他 ○

0057 被災ミュージアム再興事業 H24 H32 204 204 192 
 平成32年度の事業終了に向け、引き続き、
事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執
行を行うこと。

現状通り
平成32年度の事業終了に向け、引き続き、事
業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

182 272 89 - 現状通り
被災した美術館・歴史博物館の再興を図る
事業目的の達成のため、引き続き効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

文部科学省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)教育・科学技術等復興政策費
(事項)文化財の保存及び活用に必要な経費

復興庁 - 0058 - - - - - その他 ○

　施策名：Ⅰ－１－１．日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備すること

0058
地域医療再生基金（地域医療再生臨時特例交
付金）

H27 H32 23,626 23,626 23,626  対象外 現状通り

再開を希望する福島県の民間医療機関等の施
設整備・設備整備等という目標を達成するた
め、基金の活用が進むよう配慮しつつ、基金
の適切な執行管理を行うこと。

- - - - 現状通り

再開を希望する福島県の民間医療機関等の
施設整備・設備整備という目標を達成する
ため、平成29年度当初予算で措置してお
り、平成31年度予算概算要求において予算
要求しないものの、引き続き基金の適切な
執行管理に努めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)地域医療提供体制の再構築に必要な経費

復興庁 - 0059 - - - - - 平成２８年度対象 ○ ○

　施策名：Ⅰ－５－１．感染症の発生・まん延の防止を図ること

0059
保健衛生施設等施設・設備整備費補助金（保
健衛生施設等災害復旧費補助金含む）

H24 未定 425 378 196  対象外 現状通り
保健衛生施設等を災害復旧することは必要性
の高い事業である。引き続き効率性に留意
し、予算の執行を進めること。

246 - ▲246 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
原子力発電所周辺の施設の中には、復旧に
メドが立っていない施設もあり、現時点で
は終期の設定が困難な状況である。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)保健所の地域保健活動の推進等に必要な経費
(項)社会保障等復興事業費
(事項)保健衛生施設等施設整備に必要な経費

復興庁 - 0060 - - - - - 平成２８年度対象 ○

　施策名：Ⅰ－５－２．治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させること治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させること

保健衛生施設等施設・設備整備費補助金（保
健衛生施設等災害復旧費補助金含む）
【0059の再掲】

　施策名：Ⅰ－９－１．適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構築すること

0060 国民健康保険団体連合会等補助金 H24 未定 6 6 6  対象外 現状通り

国民健康保険事業の円滑な運営のために必要
性の高い事業である。引き続き効率性に留意
し、予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

6 6 - - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
なお、措置内容等の変更があれば、速やか
に適切な周知を図ることとする。
終期については、避難指示区域等の状況を
踏まえ、関係省庁等と調整の上、検討して
いきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)医療保険制度の適切な運営に必要な経費

復興庁 - 0061 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0061 災害臨時特例補助金(医療保険分) H24 未定 7,619 7,619 7,305  対象外 現状通り

医療保険制度の円滑な運営のために必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

7,537 5,656 ▲1,881 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、避難指示区域等の状況を
踏まえ、関係省庁等と調整の上、検討して
いきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)医療保険制度の適切な運営に必要な経費

復興庁 - 0062 - - - - - 平成２８年度対象 ○

　施策名：Ⅰ－９－２．生活習慣病対策や長期入院の是正等により中長期的な医療費の適正化を図ること
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0062
東日本大震災復旧・復興に係る特定健康診
査・保険指導に必要な経費

H24 未定 10 10 7  対象外 現状通り

東日本大震災の被災者に係る特定健康診査の
受診機会を確保するための必要性の高い事業
である。引き続き効率性に留意し、予算の執
行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

10 10 - - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、避難指示区域等の状況を
踏まえ、関係省庁等と調整の上、検討して
いきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)医療費適正化の推進に必要な経費

復興庁 - 0063 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　施策名：Ⅰ－１０－１．地域住民の健康の保持・増進及び地域住民が安心して暮らせる地域保健体制の確保を図ること

保健衛生施設等施設・設備整備費補助金（保
健衛生施設等災害復旧費補助金含む）
【0059の再掲】

　施策名：Ⅱ－１－１．食品等の飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止すること

0063 食品汚染物質の安全性検証推進事業 H25 H53 77 77 75 
 原子力災害関連問題は長期間にわたること
が想定されるため、引き続き効率性を確保
しつつ事業遂行することが重要である。

現状通り

食品中の放射性物質の含有状況や摂取状況を
調査し、継続的に検証を行う必要性の高い事
業である。引き続き効率性に留意し、予算の
執行を進めること。

76 76 0 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)食品等の飲食による危害発生防止に必要な経費

復興庁 - 0064 - - - - - その他

0064 輸入食品の監視体制強化等事業 H25 未定 21 21 20 
 引続き、予算の効果的・効率的な執行につ
とめること。

現状通り

流通食品等の放射性物質濃度を計測を行う必
要性の高い事業である。引き続き効率性に留
意し、予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

21 21 0 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、政府が示す、地方自治体
が実施すべき検査のガイドライン「検査計
画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除
の考え方」（原子力災害対策本部策定）が
廃止されるまでは実施する必要がある。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)食品等の飲食による危害発生防止に必要な経費

復興庁 - 0065 - - - - - その他

　施策名：Ⅱ－５－１．生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等により、生活衛生の向上、増進を図ること

0065 株式会社日本政策金融公庫出資金 H27 未定 355 355 355  対象外 現状通り

被災した生活衛生関係営業者等における資金
調達の円滑化を図ることは被災地において必
要な生活衛生関係営業者の復旧を促進する、
必要性の高い事業である。引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討を行うこ
と。

433 329 ▲104 - 現状通り

執行率も高く、生活衛生関係営業者等から
のニーズも高いことから、追加出資するこ
とにより公庫の財政基盤を強化する必要が
ある。引き続き効率的・効果的な予算の執
行に努めていく。
終期については、被災地の復興の状況を勘
案しながら検討を進める。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興事業費
(事項)生活衛生金融対策に必要な経費

復興庁 - 0066 - - - - - 平成２８年度対象

　施策名：Ⅳ－３－１．高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

0066 原子力災害対応雇用支援事業 H28 H31 1,729 1,729 1,608  対象外 現状通り

被災者の一時的な雇用の場を確保し、生活の
安定を図る目的から復興に資する必要性の高
い事業であり、引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行及び基金の適切な執行管理を行う
こと。

1,549 1,003 ▲546 - 現状通り

○被災者の一時的な雇用の場を確保し、生
活の安定を図る目標を達成するため、引き
続き予算の適切な執行及び基金の適切な執
行管理に努める。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)高年齢者就業機会確保事業等に必要な経費

復興庁 - 0068 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

　施策名：Ⅵ－２－１．地域における子育て支援等施策の推進を図ること

0067 子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金 H25 未定 8 8 5 

 毎年執行率がかなり低い。引き続き自治体
と連携し、被災地のニーズの把握に努め、
予算規模の適正化、効果的な執行に努める
こと

現状通り
被災地における児童福祉の確保のために必要
性の高い事業である。引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。

- 11 11 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、被災自治体の要望や復旧
の状況等を踏まえ、検討していきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)子ども・子育て支援対策に必要な経費

復興庁 - 0069 - - - - - その他 ○

0068 児童福祉施設整備費 H25 H32 684 598 214 
 執行率が著しく低い原因を精査の上、事業
自体の具体的必要性を十分に検証する必要
がある。

現状通り
児童福祉施設を災害復旧することは必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。

133 490 357 - 現状通り

当初の見込より査定率が下がる、自治体の
事業計画の変更等により不用額が生じた
が、引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興事業費
(事項)児童福祉施設等施設整備に必要な経費

復興庁 - 0070 - - - - - その他 ○

　施策名：Ⅵ－２－２．児童の健全な育成及び資質の向上に必要なサービスを提供すること

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【0067の再掲】

児童福祉施設整備費
【0068の再掲】

　施策名：Ⅵ－２－３．保育所の受入児童数を拡大するとともに、多様なニーズに対応できる保育サービスを確保すること

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【0067の再掲】

児童福祉施設整備費
【0068の再掲】

　施策名：Ⅵ－３－１．児童虐待防止や配偶者による暴力被害者等への支援体制の充実を図ること

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【0067の再掲】

児童福祉施設整備費
【0068の再掲】

　施策名：Ⅵ－４－１．母子保健衛生対策の充実を図ること

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【0067の再掲】

児童福祉施設整備費
【0068の再掲】

　施策名：Ⅵ－５－１．ひとり親家庭の自立のための総合的な支援を図ること

子育て支援事業設備等復旧支援事業費補助金
【0067の再掲】

児童福祉施設整備費
【0068の再掲】

　施策名：Ⅶ－１－１．生活困窮者に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の要援護者の福祉の向上を図ること

0069 被災地における福祉・介護人材確保事業 H26 未定 85 85 55  対象外 現状通り

被災地における福祉介護人材の確保は、福祉
介護サービスの円滑な提供のために必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

198 205 6 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、今後の介護施設等の再開
による人材需要の高まりなどを踏まえ、検
討していきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)地域社会におけるセーフティネット機能の整備等に必要な
経費

復興庁 - 0071 - - - - - 平成２７年度対象 ○

　施策名：Ⅶ－２－１．社会福祉に関する事業に従事する人材の養成確保を推進するとともに、福祉サービスの質の向上を図ること

0070 社会福祉施設等施設整備 H25 H32 487 970 970 
 平成32年度の事業終了に向け、引き続き、
事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執
行につとめること。

現状通り
社会福祉施設等を災害復旧することは必要性
の高い事業である。引き続き効率性に留意
し、予算の執行を進めること。

43 642 599 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興事業費
(事項)社会福祉施設等施設整備に必要な経費

復興庁 - 0072 - - - - - その他 ○

　施策名：Ⅷ－１－１．障害者の地域における生活を総合的に支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域における支援体制を整備すること

0071 障害者等災害臨時特例補助金 H24 未定 15 15 14  対象外 現状通り

障害者の生活の安定に資する必要性の高い事
業である。引き続き効率性に留意し、予算の
執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

15 15 - - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、被災自治体の要望や復旧
の状況等を踏まえ、検討していきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)障害者の自立支援等に必要な経費

復興庁 - 0073 - - - - - 平成２７年度対象 ○

0072 社会福祉施設等設備災害復旧費等補助金 H25 未定 6 12 12  対象外 現状通り
被災地における障害福祉サービスを確保する
ために必要性の高い事業である。引き続き効
率性に留意し、予算の執行を進めること。

12 6 ▲6 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)障害者の自立支援等に必要な経費

復興庁 - 0074 - - - - - 平成２７年度対象 ○

0073 障害福祉サービスの事業再開支援事業 H25 未定 197 197 189  対象外 現状通り

被災地における障害福祉サービスの円滑な提
供のために必要性の高い事業である。引き続
き効率性に留意し、予算の執行を進めるこ
と。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

214 214 - - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、被災自治体の要望や復旧
の状況等を踏まえ、検討していきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)障害者の自立支援等に必要な経費

復興庁 - 0075 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0074 精神障害者保健福祉対策 H25 未定 1,361 1,361 1,252 

 公開プロセス対象事業
○事業で得られたデータを有効活用するた
め取りまとめを行う。
○将来的には市町村に返すことを念頭に、
今から体制等について検討を行う。

事業内容の一部
改善

公開プロセスの指摘事項通り、震災発生直後
と比較した状況の変化を踏まえ、事業の終期
について検討すること。

1,823 291 ▲1,532 - 
年度内に改善を

検討

○平成30年度に予算措置された「被災者の
心のケア支援事業調査研究事業」におい
て、これまでの被災３県の被災者心のケア
センターでの被災者への相談・訪問実績な
どのデータや知見について収集や調査・分
析を行い引継ぐよう整備を進める。
○心のケアセンターの業務移行について、
各県と協議し具体的な計画の策定に努め
る。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)精神保健事業に必要な経費

復興庁 - 0076 - - - - - その他 ○

　施策名：Ⅸ－３－２．介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を図ること

0075 介護保険災害臨時特例補助金 H24 未定 3,869 3,869 3,672  対象外 現状通り

介護保険事業運営の安定化を図るために必要
性の高い事業である。引き続き効率性に留意
し、予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

4,183 4,307 125 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、原発避難者の帰還状況等
も踏まえ、検討していきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

復興庁 - 0077 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0076 社会福祉施設等設備災害復旧費等補助金 H25 未定 57 57 56 
 執行率がかなり改善している。引き続き、
被災者等に寄り添った、より効果的な執行
に努めること。

現状通り

東日本大震災の被災地における介護サービス
を確保するために必要性の高い事業である。
引き続き効率性に留意し、予算の執行を進め
ること。

40 47 7 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、介護サービス事業所等の
再開状況や被災自治体の要望を踏まえ、検
討していきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

復興庁 - 0078 - - - - - その他 ○

0077 災害臨時特例補助金（介護2号保険料分） H24 未定 217 217 204  対象外 現状通り

介護保険制度の円滑な運営のために必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。
また、震災発生直後と比較した状況の変化を
踏まえ、事業の終期について検討すること。

215 143 ▲72 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、避難指示区域等の状況を
踏まえ、関係省庁等と調整の上、検討して
いきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興政策費
(事項)介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

復興庁 - 0079 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0078
社会福祉施設等災害復旧費補助金（（項）介
護保険制度運営推進費））

H25 未定 2,988 4,120 2,019  対象外 現状通り
介護サービスの提供を早期に再開するために
必要性の高い事業である。引き続き効率性に
留意し、予算の執行を進めること。

60 - ▲60 - 現状通り

引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。
終期については、被災自治体の復興計画や
要望を踏まえ、検討していきたい。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)社会保障等復興事業費
(事項)介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

復興庁 - 0080 - - - - - 平成２９年度対象 ○
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0079 水道施設災害復旧費補助 H24 H32 10,320 14,260 8,102  対象外 現状通り

被災した水道施設を復旧することは必要性の
高い事業である。引き続き効率性に留意し、
予算の執行を進めること。

6,370 11,660 5,290 - 現状通り

○まちづくり計画の策定に時間を要してい
る地域があること等により執行に遅れが生
じているが、予算規模の適正化を図りつ
つ、引き続き効率的・効果的な予算の執行
に努めていく。

厚生労働省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)水道施設災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0081 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：１．食料の安定供給の確保

　　　　　　施策名：（１）国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保

0080
放射性物質による農畜産物等影響実態調査対
策

H24 未定 89 89 63 
 原子力災害関連問題は長期間にわたること
が想定されるため、執行率が低い理由を精
査の上、事業の効率化を図る必要がある。

事業内容の一部
改善

○執行率が低いことを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこと。
○震災発生直後と比較した状況の変化を踏ま
え、事業の終期について検討を行うこと。

95 76 ▲20 - 
年度内に改善を

検討

○事業の執行状況を勘案し、引き続き、適
切な予算規模について精査に務める。
○事業の終期については、復興の状況及び
被災者のニーズを踏まえ平成31年度以降検
討していくこととしたい。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)食品の安全と消費者の信頼確保対策に必要な経費

復興庁 - 0082 - - - - - その他 ○ 　

0081 福島県農林水産業再生総合事業 H29 H32 4,710 4,710 4,710 
 事業の進捗状況を適切に管理し、効率的・
効果的な予算執行に努めること。

現状通り

風評の払拭に必要な支援をすることにより、
福島県の農林水産業の再生を図るために必要
性の高い事業であり、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。

4,710 4,710 - - 現状通り
事業目的を達成すべく、引き続き効率的・
効果的な予算の執行に努める。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

（項）農林水産業復興政策費
（事項）農林水産業再生支援対策に必要な経費

復興庁 新29 - 0005 - - - - - 前年度新規 ○ ○

　　　　　　施策名：（３）生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓

0082 東日本大震災農業生産対策交付金 H24 H32 2,586 1,420 761 

 公開プロセス対象事業
○アウトカムについて、事業との整合性を
持った設定とすべき。
○不用額の多い要因を精査し、適切な執行
となるように考慮すべき。

事業内容の一部
改善

公開プロセスでの指摘通り、毎年、多額の不
用額を出していることを踏まえ、事業計画の
進捗状況を把握し、事業規模の精査を行うこ
と。
また、事業終了に向けて、事業の優先順位を
決め適切な執行に努めること。

3,524 987 ▲2,537 - 
年度内に改善を

検討

公開プロセスの指摘を踏まえ、米のアウト
カムを見直すとともに、野菜・畜産のアウ
トカムを追加。
不用額については、次のとおり検討する。
①被災地の復興のために真に必要な取り組
み以外は、他の補助事業での要求を検討
②事業計画や要望額が十分検討されている
か、他の補助事業との重複要望となってい
ないか確認。
③復旧の範疇を超えた施設整備等にならな
いこと。
④復興創生期間の終了時期である2020年度
までに完了する取組みであること。
また、①～⑤について県に対しヒアリング
を実施し、上限事業費等の設定を導入する
ことで要望調査時点から予算額の縮減を図
る。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)農業・食品産業強化対策に必要な経費
(項)農林水産業復興事業費
(事項)農業・食品産業強化対策に必要な経費

復興庁 - 0084 - - - - - その他 ○

福島県農林水産業再生総合事業
【0081の再掲】

　政策名：２．農業の持続的な発展

　　　　　　施策名：（１）力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保等

0083 農業経営復旧・復興対策特別保証事業 H24 未定 32 32 23  対象外 現状通り

○被災農業者等が必要とする資金の融通を円
滑にすることを目的とした復興に資する必要
性の高い事業である。引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。
○毎年執行率が低いことを踏まえ、適切な予
算規模の精査に努めること。

29 21 ▲8 - 現状通り

事業の執行状況から不用額の要因を分析の
上、適切な予算規模について精査しつつ、
引き続き、効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 - 0085 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0084
農業経営復旧・復興対策利子助成金等交付事
業

H24 未定 1,351 1,351 1,292  対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

1,382 1,114 ▲268 - 現状通り
○事業の執行状況を勘案し、適切な予算規
模について精査しつつ、引き続き、効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 - 0086 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0085 日本公庫資金円滑化貸付事業 H24 未定 1,146 1,146 1,146  対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

- - - - 現状通り

○事業の執行状況を勘案し、適切な予算規
模について精査しつつ、引き続き、効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。平
成30年度からは既存の出資を活用するため
予算要求は行っていない。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 - 0087 - - - - - 平成２９年度対象

0086 農業改良資金利子補給金 H24 未定 9 9 9  対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

7 6 ▲1 - 現状通り
○事業の執行状況を勘案し、適切な予算規
模について精査しつつ、引き続き、効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 - 0088 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0087 担い手育成農地集積資金利子補給金 H24 未定 14 14 14  対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。 14 13 ▲1 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)担い手育成・確保等対策に必要な経費

復興庁 - 0089 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　　　　　　施策名：（２）担い手への農地集積・集約化と農地の確保

農山漁村地域整備交付金
【後掲（0118）】

　　　　　　施策名：（３）構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備の推進

0088 農地・農業用施設等の復興関連事業 H24 未定 32,100 40,776 37,858  対象外 現状通り
○毎年、多額の繰越を出していることを踏ま
え、事業計画の進捗状況を把握し、事業規模
の精査を行うこと。

33,274 21,144 ▲12,130 - 現状通り
○事業の執行状況を勘案し、引き続き、効
率的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)農業生産基盤整備事業に必要な経費
(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)農業施設災害復旧事業に必要な経費
(事項)農業施設災害関連事業に必要な経費
(項)東日本大震災復興農業施設災害復旧工事諸費
(事項)東日本大震災復興に係る農業施設災害復旧事業等工事諸費
に必要な経費

復興庁 - 0092 - - - - - 平成２９年度対象 ○

水産基盤整備事業（補助）
【後掲（0117）】

　　　　　　施策名：（４）需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

福島県農林水産業再生総合事業
【0081の再掲】

東日本大震災農業生産対策交付金
【0082の再掲】

　　　　　　施策名：（５）戦略的な研究開発と技術移転の加速化

0089 海洋生態系の放射性物質挙動調査事業 H24 H32 180 180 180  対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

180 180 - - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立研究開発法人水産研究・教育機構運営
費
(事項)東日本大震災復興に係る国立研究開発法人水産研究・教育
機構運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0094 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0090 食料生産地域再生のための先端技術展開事業 H24 H32 1,132 1,132 1,128  対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

903 903 ▲0 - 現状通り
○事業の執行状況を勘案し、適切な予算規
模について精査しつつ、引き続き、効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)農林水産分野の研究開発・技術移転の推進に必要な経費

復興庁 - 0095 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0091
福島イノベーション・コースト構想に基づく
先端農林業ロボット研究開発事業

H28 H32 86 86 79  対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

135 147 12 - 現状通り
○事業の執行状況を勘案し、適切な予算規
模について精査しつつ、引き続き、効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)農林水産分野の研究開発・技術移転の推進に必要な経費

復興庁 - 0096 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0092 福島県水産試験研究拠点整備事業 H28 H30 293 235 211  対象外 終了予定
福島水産試験場の放射能研究棟及び放射能飼
育実験棟の整備は計画通りに終了する予定で
あり、事業の終了は適当である。

358 - ▲358 - 予定通り終了 計画通り終了する。
農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興事業費
(事項)農林水産分野の研究開発・技術移転の推進に必要な経費

復興庁 - 0097 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　　　　　　施策名：（７）気候変動に対する緩和・適応策の推進及び生物多様性の保全・利用

農山漁村地域整備交付金
【後掲（0118）】

　　　　　　施策名：（８）農業の自然循環機能の維持増進とコミュニケーション

福島県農林水産業再生総合事業
【0081の再掲】

　政策名：３．農村の振興

　　　　　　施策名：（１）地域コミュニティ機能の発揮等による地域資源の維持・継承等

農山漁村地域整備交付金
【後掲（0118）】

　政策名：４．森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展

　　　　　　施策名：（１）森林の有する多面的機能の発揮

0093 特用林産物安全供給推進復興事業 H24 H29 47 47 47  対象外 現状通り 計画通り事業の終了は適当である。 - - - - 現状通り 計画通り終了する。
農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林業振興対策に必要な経費

復興庁 - 0099 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0094 安全な木材製品等流通影響調査・検証事業 H24 H32 101 101 101  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

704 101 ▲603 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林産物供給等振興対策に必要な経費

復興庁 - 0100 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0095
放射性物質対処型森林・林業再生総合対策事
業

H24 H32 3,382 4,827 4,375 
 引き続き自治体と連携し、被災地のニーズ
の把握に努め、予算規模の適正化、効果的
な執行に努めること

現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

3,185 3,185 - - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)森林整備・保全に必要な経費
(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0101 - - - - - その他 ○

0096 治山事業（直轄） H24 H32 2,947 2,964 2,784 
 平成32年度の事業終了に向け、引き続き、
事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執
行を行うこと。

現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

3,214 1,604 ▲1,610 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)治山事業に必要な経費

復興庁 - 0103 - - - - - その他

0097 治山事業（補助） H24 H32 9,311 8,825 8,777  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

6,744 6,610 ▲134 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)治山事業に必要な経費
(事項)離島治山事業に必要な経費

復興庁 - 0104 - - - - - 平成２９年度対象 ○
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0098 森林整備事業（直轄） H25 H32 2,595 2,477 1,913 

 執行率が低下してきている。執行見込を精
査し予算規模の適正化を図ること。また、
本事業に対する地元のニーズを把握すると
ともに、事業の進捗管理を徹底すること。

現状通り

○執行率が低いことを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこと。
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

2,265 2,265 - - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、地
元のニーズを把握した上で、引き続き、効
率的・効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)森林整備事業に必要な経費

復興庁 - 0105 - - - - - その他

0099 森林整備事業（補助） H24 H32 2,757 2,507 2,507  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

3,545 3,714 169 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)森林整備事業に必要な経費

復興庁 - 0106 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0100 森林整備事業（国研） H24 H32 505 482 482  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

505 505 - - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)森林整備事業に必要な経費

復興庁 - 0107 - - - - - 平成２９年度対象 ○

農山漁村地域整備交付金
【後掲（0118）】

　　　　　　施策名：（２）林業の持続的かつ健全な発展

0101 特用林産施設体制整備事業 H24 H32 904 941 835  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

887 887 - - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興事業費
(事項)林業振興対策に必要な経費

復興庁 - 0108 - - - - - 平成２７年度対象 ○

0102 災害復旧関係資金利子助成事業 H24 未定 170 170 170  対象外 現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

57 48 ▲9 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林業振興対策に必要な経費

復興庁 - 0109 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0103 震災復興林業作業システム導入支援事業 H24 H32 359 359 359 
 平成32年度の事業終了に向け、引き続き、
事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執
行を行うこと。

現状通り
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。

359 245 ▲115 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林業振興対策に必要な経費

復興庁 - 0110 - - - - - その他 ○

0104 森林組合経営再建緊急支援事業 H24 H29 0 0 0  対象外 終了予定 計画通り事業終了は適当である。 - - - - 予定通り終了 計画通り終了する。
農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林業振興対策に必要な経費

復興庁 - 0111 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　　　　　　施策名：（３）林産物の供給及び利用の確保

0105 放射性物質被害林産物処理支援事業 H25 H32 386 386 287  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

386 337 ▲49 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)林産物供給等振興対策に必要な経費

復興庁 - 0113 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0106 木材加工流通施設等復旧対策事業 H26 H32 - - -  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

76 76 - - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興事業費
(事項)林産物供給等振興対策に必要な経費

復興庁 - 0114 - - - - - 平成２７年度対象 ○

　政策名：５．水産物の安定供給と水産業の健全な発展

　　　　　　施策名：（１）水産資源の回復

0107 漁場復旧対策支援事業 H24 H32 701 701 587  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

713 578 ▲134 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)水産資源回復対策に必要な経費

復興庁 - 0115 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0108 被災海域における種苗放流支援事業 H24 H32 774 774 509  対象外 現状通り

執行率が低いことを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこと。
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

816 708 ▲108 - 現状通り

事業の執行状況から不用額の要因を分析の
上、適切な予算規模について精査しつつ、
引き続き、効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)水産資源回復対策に必要な経費

復興庁 - 0116 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0109 放射性物質影響調査推進事業 H24 H32 324 324 251 

 原子力災害関連問題は長期間にわたること
が想定されるため、執行率が低い理由を精
査の上、事業の効率化を図る必要がある。
有意義なアウトカムを設定しているか検討
の余地がある。

現状通り

執行率が低いことを踏まえ、予算要求に当
たっては事業規模の精査を行うこと。
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

336 336 - - 現状通り

先述のとおり、不用額の要因としては、天
候・海況等の環境影響により検体を確保で
きなかったことが執行率を下げたことに因
るところがあり、やむを得ない部分もある
と思われるものである。平成30年度概算要
求において、これまでの予算の執行率を踏
まえて、対前年度から予算額を減額したと
ころであり、引き続き、適切な予算規模に
ついて精査しつつ、効率的・効果的な予算
の執行に努めていく。
なお、基準値を超過した水産物を市場に流
通させないことは安全な水産物供給の大前
提であり、本事業のアウトカムとして設定
することは意義がある。市場に流通した基
準値超過の水産物は平成24年度の事業実施
から1検体のみであり、本事業は有効に機
能していると思料する。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)水産資源回復対策に必要な経費

復興庁 - 0117 - - - - - その他 ○

0110 水産業共同利用施設復旧整備事業 H24 H32 1,204 2,694 2,490  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

1,208 988 ▲220 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興事業費
(事項)水産業強化対策に必要な経費

復興庁 - 0118 - - - - - 平成２７年度対象 ○

0111 水産業共同利用施設復旧支援事業 H24 H29 - 96 78  対象外 終了予定

水産業・水産加工業の再生のため、市場、冷
凍・冷蔵庫、加工場などの共同利用施設等に
ついて復旧・再建できたため事業終了が適当
である。

- - - - 予定通り終了 計画通り終了する。
農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)水産業強化対策に必要な経費

復興庁 - 0119 - - - - - 平成２９年度対象 ○

福島県農林水産業再生総合事業
【0081の再掲】

　　　　　　施策名：（２）漁業経営の安定

0112 共同利用漁船等復旧支援対策事業 H24 H32 132 215 180  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

378 115 ▲263 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)漁業経営安定対策に必要な経費
(事項)養殖施設災害復旧等に必要な経費

復興庁 - 0120 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0113
漁業者・漁協等への無利子・無担保・無保証
人融資事業

H24 H32 4,293 4,293 3,794  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

2,170 1,894 ▲276 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)漁業経営安定対策に必要な経費

復興庁 - 0121 - - - - - 平成２７年度対象 ○

0114 漁業復興担い手確保支援事業 H24 H29 202 202 135  対象外 終了予定

漁業関係の雇用機会を通じた若青年漁業者の
技術習得や新規就業者の就業を支援し、復興
に必要な担い手の確保・育成ついて達成し
た。得られた知見・成果は今後の水産業の担
い手の確保に活用すること。

- - - - 予定通り終了 計画通り終了する。
農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)漁業経営安定対策に必要な経費

復興庁 - 0122 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0115 漁業経営体質強化機器設備導入支援事業 H24 H32 194 194 142  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

128 160 32 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)漁業経営安定対策に必要な経費

復興庁 - 0123 - - - - - 平成２７年度対象 ○

放射性物質影響調査推進事業
【0109の再掲】

水産業共同利用施設復旧整備事業
【0110の再掲】

　　　　　　施策名：（３）漁村の健全な発展

0116 復興水産加工業等販路回復促進事業 H24 H32 1,291 1,291 1,212  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

1,254 1,231 ▲23 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)水産物加工・流通等対策に必要な経費

復興庁 - 0124 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0117 水産基盤整備事業（補助） H24 H32 5,584 13,369 12,045  対象外 現状通り
毎年、多額の繰越を出していることを踏ま
え、事業計画の進捗状況を把握し、事業規模
の精査を行うこと。

4,145 2,425 ▲1,720 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)水産基盤整備に必要な経費
(事項)離島水産基盤整備に必要な経費

復興庁 - 0125 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0118 農山漁村地域整備交付金 H24 H32 9,674 13,036 9,577  対象外 現状通り
毎年、多額の繰越を出していること及び執行
率の低さを踏まえ、事業計画の進捗状況を把
握し、事業規模の精査を行うこと。

9,860 15,897 6,037 - 現状通り
事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模
について精査しつつ、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)農山漁村地域整備事業に必要な経費
(事項)離島農山漁村地域整備事業に必要な経費

復興庁 - 0126 - - - - - 平成２９年度対象 ○

福島県農林水産業再生総合事業
【0081の再掲】

放射性物質影響調査推進事業
【0109の再掲】

水産業共同利用施設復旧整備事業
【0110の再掲】

　いずれの施策にも関連しないもの

0119 養殖施設災害復旧事業費補助金 H24 H32 10 10 -  対象外
事業内容の一部

改善

毎年の執行が皆無であることを踏まえ、予算
要求に当たっては事業規模の精査を行うこ
と。

113 81 ▲32 ▲32 縮減

いまだ事業執行の見通しのたっていない状
況であるが、復旧未済の地域がある以上、
激甚災害法に基づき、原状復旧を図る責務
があるが、福島県の現状を踏まえ要求額を
縮減。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)農林水産業復興政策費
(事項)養殖施設災害復旧等に必要な経費

復興庁 - 0127 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0120 山林施設災害復旧等事業 H23 H31 11,503 15,031 12,138  対象外 現状通り
事業終了に向けて、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

10,269 7,859 ▲2,410 - 現状通り

事業の執行状況を勘案し、事業終了に向け
て適切な予算規模について精査しつつ、引
き続き、効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)山林施設災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0128 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0121 漁港関係等災害復旧事業 H24 H32 51,848 85,659 66,810  対象外 現状通り
平成29年度に多額の繰越を出していることを
踏まえ、予算要求に当たっては事業規模の精
査を行うこと。

45,764 61,183 15,419 - 現状通り

平成32年度の事業完了に向け、関係地方公
共団体と連携して、事業の進捗管理を徹底
し、事業規模を精査するとともに、引き続
き効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)漁港施設災害復旧事業に必要な経費
(事項)漁港施設災害関連事業に必要な経費

復興庁 - 0129 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：Ⅴ．中小企業・地域経済

　　　　　　施策名：２．事業環境整備
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0122 東日本大震災復興特別貸付等 H24 未定 6,800 6,800 3,300 

 執行率が低い。執行見込を精査し予算規模
の適正化を図ること。また、本事業に対す
る地元のニーズを把握するとともに、事業
の進捗管理を徹底すること。

現状通り

○執行率が低いことから、本事業のニーズの
把握に努め、予算規模について精査しつつ、
適切な進捗管理の下、予算の執行を進めるこ
と。
○今後の復興・復旧の状況を見据え事業の終
期について検討すること。

6,000 4,000 ▲2,000 ▲2,000 縮減

○執行実績を踏まえて、要求額を大幅に減
額。本事業のニーズの把握に努め、予算の
効率的な執行に努めていく。
○事業の終期については、他の制度の状況
も鑑み、検討していく。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興事業費
(事項)中小企業事業環境の整備に必要な経費

復興庁 - 0131 - - - - - その他

0123 中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 H23 H32 21,000 29,951 12,285  対象外 現状通り

繰越・不用が多いことから、本事業のニーズ
の把握に努め、予算規模について精査しつ
つ、適切な進捗管理の下、予算の執行を進め
ること。

14,960 8,560 ▲6,400 ▲6,400 縮減
執行実績を踏まえて、要求額を大幅に減
額。本事業のニーズの把握に努め、予算の
効率的な執行に努めていく。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興事業費
(事項)中小企業事業環境の整備に必要な経費

復興庁 - 0132 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　　　　　　施策名：４．地域産業

0124
福島イノベーション・コースト構想推進施設
整備等補助金（共同利用施設（ロボット技術
開発等関連）整備事業)

H28 H31 1,111 1,109 925  対象外 現状通り

福島県浜通り地域の産業集積・新産業の創出
による産業復興のために必要な事業であるこ
とから、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

1,767 3,093 1,326 - 現状通り

共同利用施設が計画通り整備されるよう、
効率的な予算の執行に努めるとともに、福
島県とともに、研究開発の進捗管理や技術
の実用化に向けた取り組みを進める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0133 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0125
福島イノベーション・コースト構想推進施設
整備等補助金（地域復興実用化開発等促進事
業）

H28 H32 4,542 4,542 3,665  対象外 現状通り

執行率が低いものの、福島県浜通り地域の産
業集積・新産業の創出による産業復興のため
に必要な事業であることから、引き続き効率
性に留意しつつ予算の執行を進めること。

6,970 6,130 ▲840 - 現状通り

実用化の達成状況を踏まえ、効率的な予算
の執行に努めるとともに、福島県ととも
に、研究開発の進捗管理や技術の実用化に
向けた取り組みを進める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0134 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0126
福島イノベーション・コースト構想実現可能
性調査等補助事業

H28 H29 200 200 183  対象外 終了予定 計画通り事業の終了は適当である。 - - - - 予定通り終了 計画通り終了する。
経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0135 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0127
福島イノベーション・コースト構想（ロボッ
トテストフィールド・研究開発拠点整備事
業）

H28 H31 1,308 968 950  対象外 現状通り

福島県浜通り地域の産業集積・新産業の創出
による産業復興のために必要な事業であるこ
とから、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

3,483 2,725 ▲758 - 現状通り

ロボットテストフィールドが計画通り整備
されるよう、効率的な予算の執行に努める
とともに、福島県とともに、研究開発の進
捗管理や技術の実用化に向けた取り組みを
進める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0136 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0128 自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金 H28 H32 18,500 18,500 18,500  対象外 現状通り
原子力被災12市町村の復興に資する事業であ
るが、現場のニーズや今後の見通しを明らか
にしつつ、予算の執行を進めること。

8,000 10,800 2,800 - 現状通り
今年度の執行状況も見据えながら、現場の
ニーズを把握しつつ、や今後の見通しを明
らかにしたい。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0137 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

0129 福島県等復興産学官連携支援事業 H28 H29 113 113 66  対象外 終了予定 計画通り事業終了は適当である。 - - - - 予定通り終了 計画通り終了する。
経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0138 - - - - - 平成２９年度対象 ○

放射線量測定指導・助言事業
【後掲（0130）】

原子力災害による被災事業者の自立等支援事
業
【後掲（0131）】

　　　　　　施策名：５．福島・震災復興

0130 放射線量測定指導・助言事業 H23 H32 27 27 20 

 執行率はやや改善しているものの低くなっ
ている。アウトカム及びアウトプットが急
速に減少しており、H32年度の事業終了を見
据え、本事業に対する企業のニーズを把握
するとともに、事業の進捗管理を徹底する
こと。

現状通り

○平成29年度の執行率が低いことから、予算
要求に当たっては、予算規模の適正化を行う
こと。
○工業製品等の風評払拭に対応するために必
要な事業であることから、引き続き効率性に
留意しつつ予算の執行を進めること。

26 26 - - 現状通り

○アウトカム及びアウトプットの減少につ
いて要因を確認し、被災地のニーズを把握
に努める。
○事業の進捗状況を把握し、引き続き、効
率的、効果的な予算執行に努める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0139 - - - - - その他 ○

0131
原子力災害による被災事業者の自立等支援事
業

H27 H32 5,420 5,520 5,064  対象外 現状通り

○被災12市町村における事業者の自立支援の
ために必要な事業であることから、引き続き
効率性に留意しつつ予算の執行を進めるこ
と。

1,571 12,271 10,700 - 現状通り

○被災12市町村における事業者の再建等を
支援するため、引き続き、適切な予算規模
について精査しつつ、事業終期を見据えた
効率的な予算の執行に努める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0141 - - - - - 平成２８年度対象 ○ ○ ○

0132 被災都市ガス導管移設復旧支援事業費補助金 H26 H31 150 150 56  対象外 現状通り
平成２９年度の執行率が低いことを踏まえ、
適切な予算規模について精査しつつ、予算の
効率的な執行に努めること。

125 63 ▲62 - 現状通り

道路嵩上げ工事など関連事業の執行状況を
勘案し、適切な予算規模について精査しつ
つ、事業の終期を見据え、予算の効率的な
執行に努める。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)地域経済産業活性化に必要な経費

復興庁 - 0142 - - - - - 平成２７年度対象 ○

0133
東日本大震災被災地域等中小企業人材確保支
援等事業

H29 H32 152 152 116 
 他の類似事業との競合関係に留意し、本事
業の独自性や必要性を十分に検証する必要
がある。

現状通り
中小企業のニーズの把握に努め、事業の適切
な進捗管理、効率的・効果的な予算執行に努
めること。

150 150 - - 現状通り

本事業においては、一般会計の中小企業・
小規模事業者人材確保・定着等支援事業と
の競合関係に留意し、被災地域に立地する
中小企業（主に沿岸部の中小企業）を支援
対象とすることとし、被災地域の企業の経
営課題を踏まえ、専門家派遣等によりきめ
細かく、必要な人材像の明確化、企業の魅
力発信力の向上等の支援を行うとともに、
即戦力となる中核人材とのマッチングにつ
なげる工夫を行っていくこととする。
震災の影響を受けている中小企業の人材確
保に資する必要性の高い事業であり、引き
続き、適切な予算規模について精査しつ
つ、事業の終了年度を見据えて、予算の効
率的な執行に努めていく。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)石油等の安定供給の確保に必要な経費

復興庁 新29 - 0006 - - - - - 前年度新規 ○

東日本大震災復興特別貸付等
【0122の再掲】

中小企業組合等共同施設等災害復旧事業
【0123の再掲】

福島イノベーション・コースト構想推進施設
整備等補助金（共同利用施設（ロボット技術
開発等関連）整備事業)
【0124の再掲】
福島イノベーション・コースト構想推進施設
整備等補助金（地域復興実用化開発等促進事
業）
【0125の再掲】

福島イノベーション・コースト構想実現可能
性調査等補助事業
【0126の再掲】

福島イノベーション・コースト構想（ロボッ
トテストフィールド・研究開発拠点整備事
業）
【0127の再掲】

自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金
【0128の再掲】

被災都市ガス導管移設復旧支援事業費補助金
【0132の再掲】

　政策名：Ⅵ．エネルギー・環境

　　　　　　施策名：１．資源・燃料

福島県等復興産学官連携支援事業
【0129の再掲】

　　　　　　施策名：３．電力・ガス

　いずれの施策にも関連しないもの

0134
被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ
開発・事業化支援事業

H25 H32 1,080 1,080 1,080 
事業内容の一部

改善
公開プロセスの結果を踏まえて対応するこ
と。

926 782 ▲144 - 執行等改善

○「支援事業者における本事業に関連した
雇用者数」等を復興に資する新たなアウト
カムとして設定することを検討。
○基本的に現在の支援対象を32年度まで重
点的に支援していくこととし、その後は、
支援事業者と産総研との共同研究や、産総
研との協力により支援事業者自身が県支援
事業等を獲得していくなどの方向に繋げて
いく。
○FREAでは、被災地企業支援以外の活動に
ついては一般会計や企業からの共同研究費
等で実施しており、被災地企業支援を本事
業で実施している。その上で「復興財源
は、厳に復興目的に使用される設備等に限
り、それ以外は一般会計で購入すべき」と
のご指摘を踏まえ、復興特会で購入してい
る機器等については「被災地企業の支援に
真に必要なものに限ることとし、その他の
支援でも転用できるものについては一般会
計等で工面する」との方針に立って、要求
内容の精査を行った。具体的には、現在進
行中のテーマを支援するために必要かつ、
事業後も被災地企業の頻度の高い利用が想
定される設備に限定するとともに、使用頻
度の低いものは購入からリースに切り替え
る等の見直しを行い 約1 4億円の減額を

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興国立研究開発法人産業技術総合研究所運営
費
(事項)東日本大震災復興に係る国立研究開発法人産業技術総合研
究所運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0144 - - - - - その他

0135 中小企業再生支援事業 H25 未定 1,390 1,390 1,106  対象外 現状通り

○平成28年度の執行率が低いことから、予算
要求に当たっては、予算規模の適正化を行う
こと。
○被災中小企業・小規模事業者の二重債務問
題に対応するために必要な事業であることか
ら、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。
○復興特会事業としての終期について検討を
行うことが必要である。

1,222 960 ▲262 - 現状通り

○過去の執行状況や被災地の支援ニーズを
勘案し、減額して要求。
○被災中小企業・小規模事業者の二重債務
問題に対応するために必要な事業であり、
引き続き予算の効率的な執行に努めてい
く。
○事業の終期については、他の制度の状況
や地元の意向などを踏まえながら、検討し
ていく。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)経済・産業及エネルギー安定供給確保等復興政策費
(事項)経営革新・創業促進に必要な経費

復興庁 - 0145 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0136
独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交
付金

H23 未定 650 650 650  対象外 現状通り

○被災中小企業・小規模事業者の診断やアド
バイス等を支援するために必要な事業である
ことから、引き続き、適切な予算規模につい
て精査しつつ、予算の執行を進めること。
○復興特会事業としての終期について検討を
行うことが必要である。

599 1,415 816 - 現状通り

○被災中小企業・小規模事業者の診断やア
ドバイス等を支援するため、引き続き、適
切な予算規模について精査しつつ、予算の
効率的な執行に努めていく。
○事業の終期については、他の制度の状況
も鑑み、検討していく。

経済産業省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費
(事項)東日本大震災復興に係る独立行政法人中小企業基盤整備機
構運営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0146 - - - - - 平成２８年度対象

　政策名：１．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

　　　　　　施策名：１．居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る
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0137 既設公営住宅等災害復旧事業 H25 H32 258 258 - 

 引続き、地方公共団体等と連携して事業の
ニーズの把握に努め、平成32年度の事業終
了に向け、引き続き、事業の適切な進捗管
理及び効率的な予算執行を行うこと。

現状通り

○平成29年度の執行実績が０であることを踏
まえ、予算要求に当たっては予算規模の適正
化を行うこと。
○事業の目的である従前居住者の居住の安定
確保に向け、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行を進めること。

30 20 ▲10 - 現状通り

○平成29年度は執行実績が０であったが、
平成31年度の予算要求については、多くの
地域で避難指示の解除が行われ事業の実施
が見込まれることから、被災自治体からの
要望等を踏まえ予算要求を行った。
○引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)住宅施設災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0147 - - - - - その他 ○

　　　　　　施策名：２．住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場を整備する

0138 東日本大震災復興関連事業円滑化支援事業 H24 H32 150 150 54  対象外 現状通り

○平成29年度の執行率が低いことから、予算
要求に当たっては、予算規模の適正化を行う
こと。
○事業の目的である被災者の生活基盤及びコ
ミュニティの自律的再生、建設投資等の円滑
化による地域経済の活性化、復興案件の増加
に伴う手続きの長期化による復興の阻害回避
に向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

126 70 ▲56 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)住宅市場の環境整備の推進に必要な経費

復興庁 - 0148 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：２．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現

　　　　　　施策名：４．海洋･沿岸域環境や港湾空間の保全･再生･形成､海洋廃棄物処理､海洋汚染防止を推進する

河川津波対策等
【後掲（0140）】

　　　　　　施策名：７．良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する

0139 国営追悼・祈念施設整備事業 H27 H32 1,247 937 927  対象外 現状通り
事業の目的である国営追悼・祈念施設（仮
称）の整備に向け、適切な進捗管理、効率的
な執行に努めること。

2,192 2,372 180 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)国営追悼・祈念施設整備に必要な経費

復興庁 - 0149 - - - - - 平成２８年度対象

　政策名：４．水害等災害による被害の軽減

　　　　　　施策名：１２．水害・土砂災害の防止・減災を推進する

0140 河川津波対策等 H26 H32 6,847 7,314 7,314  対象外 現状通り
事業の目的である被災地の社会資本整備に向
け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。

6,287 3,525 ▲2,762 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)河川整備事業に必要な経費
(事項)砂防事業に必要な経費

復興庁 - 0150 - - - - - 平成２７年度対象

　政策名：５．安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保

　　　　　　施策名：１５．道路交通の安全性を確保・向上する

道路整備事業
【後掲（0144）】

　政策名：６．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

　　　　　　施策名：１９．海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

0141 港湾整備事業 H26 未定 36,034 33,861 33,821  対象外 現状通り
事業の目的である被災地の社会資本整備に向
け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。

30,415 29,256 ▲1,159 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)港湾事業に必要な経費
(事項)港湾環境整備事業に必要な経費

復興庁 - 0151 - - - - - 平成２７年度対象 ○

　　　　　　施策名：２０．観光立国を推進する

0142 福島県における観光関連産業復興支援事業 H25 H32 300 300 269 

 平成32年度の事業終了に向け、引き続きア
ウトカム、アウトプットの更なる改善、事
業の達成と適切な進捗管理及び効率的な予
算執行を行うこと。

現状通り
事業の目的である地域の自立的な持続性のあ
る取組に向け、引き続き効率性に留意しつつ
予算の執行を進めること。

300 300 - - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)観光振興に必要な経費

復興庁 - 0152 - - - - - その他 ○

0143
東北地方へのインバウンド推進による観光復
興事業

H27 未定 4,265 5,149 4,829  対象外 現状通り
事業の目的である観光を通じて被災地の復興
を加速化させるため、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。

4,265 4,265 - - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)観光振興に必要な経費
(項)東日本大震災復興独立行政法人国際観光振興機構運営費
(事項)東日本大震災復興に係る独立行政法人国際観光振興機構運
営費交付金に必要な経費

復興庁 - 0153 - - - - - 平成２８年度対象 ○ ○

　　　　　　施策名：２２．国際競争力・地域の自立等を強化する道路ネットワークを形成する

0144 道路整備事業 H26 未定 239,489 299,732 299,729  対象外 現状通り
事業の目的である被災地の社会資本整備に向
け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
を進めること。

208,501 173,166 ▲35,336 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)地域連携道路事業に必要な経費
(事項)道路維持管理に必要な経費

復興庁 - 0154 - - - - - 平成２７年度対象 ○

　政策名：８．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

　　　　　　施策名：２７．地域公共交通の維持・活性化を推進する

0145 地域公共交通確保維持改善事業 H24 H32 1,363 1,363 1,143 

 引続き、地元のニーズの把握に努め、平成
32年度の事業終了に向け、引き続き、事業
の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を
行うこと。

現状通り
事業の目的である被災地のバス交通等の生活
交通の確保のため、引き続き効率性に留意し
つつ予算の執行を進めること。

1,177 926 ▲251 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)地域公共交通の維持・活性化の推進に必要な経費

復興庁 - 0155 - - - - - その他 ○

　政策名：９．市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

　　　　　　施策名：３０．社会資本整備・管理等を効果的に推進する

　　　　　　施策名：３４．地籍の整備等の国土調査を推進する

0146 土地境界の明確化の推進 H24 H32 182 213 213  対象外 現状通り

地籍調査の実施状況に合わせた測量成果の補
正を始めとして、地籍調査の未実施地域では
国直轄で官民境界の調査を実施するなど被災
自治体の早期復興に貢献したところであり、
引き続き効率的な事業執行に取り組んでいく
必要がある。

176 109 ▲67 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)住宅・地域公共交通等復興政策費
(事項)国土調査に必要な経費

復興庁 - 0157 - - - - - 平成２８年度対象 ○

　いずれの施策にも関連しないもの

0147 社会資本整備総合交付金（復興） H23 H32 108,952 111,610 110,005 
 平成32年度の事業終了に向け、引き続き、
事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執
行を行うこと。

現状通り

○平成29年度に多額の繰越が生じていること
から、予算要求に当たっては、予算規模の適
正化を図ること。
○事業の目的である東日本大震災の被災地域
における復興に向け、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。

96,079 121,540 25,461 - 現状通り

事業の目的である東日本大震災の被災地域
における復興が図られるように、引き続き
効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)社会資本総合整備事業に必要な経費
(事項)離島社会資本総合整備事業に必要な経費

復興庁 - 0159 - - - - - その他 ○

0148
河川・海岸等災害復旧事業（水管理・国土保
全局所管）

H24 H32 106,824 194,182 177,792  対象外 現状通り

○平成29年度に多額の繰越が生じていること
から、予算要求に当たっては、予算規模の適
正化を図ること。
○事業の目的である被災地の社会資本の復旧
に向け、引き続き、執行見込の精緻化に努め
つつ、効率性に留意しつつ予算の執行を進め
ること。

104,063 118,595 14,532 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)河川等災害復旧事業に必要な経費
(事項)河川等災害関連事業に必要な経費

復興庁 - 0160 - - - - - 平成２８年度対象 ○

0149 道路災害復旧事業 H25 H29 - 1,671 1,671  対象外 終了予定
東日本大震災により生じた直轄道路の被災箇
所について復旧する予定であり、事業終了は
適当。

- - - - 予定通り終了 計画通り終了予定。
国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)河川等災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0161 - - - - - 平成２８年度対象

0150 災害復旧事業 H24 H32 21,926 27,608 25,035  対象外 現状通り

○平成29年度に多額の繰越が生じていること
から、予算要求に当たっては、予算規模の適
正化を図ること。
○事業の目的である被災地の社会資本の復旧
に向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の
執行を進めること。

1,601 1,953 352 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)河川等災害復旧事業に必要な経費
(事項)河川等災害関連事業に必要な経費

復興庁 - 0162 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0151 航路標識整備事業 H25 H31 18 96 70 
 事業の完了に向け、引き続き、事業の適切
な進捗管理、効率的な予算執行に努めるこ
と。

事業内容の一部
改善

平成31年度で終了できないことから、事業計
画の確認を行い、終了年度を再設定するこ
と。

124 - ▲124 - 
年度内に改善を

検討
港湾整備事業の進捗状況を確認し、整備計
画の変更を行う。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)航路標識災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0163 - - - - - その他

0152 都市災害復旧事業 H24 未定 2,382 2,065 1,280  対象外 現状通り
事業の目的である被災地の社会資本の復旧に
向け、引き続き効率性に留意しつつ予算の執
行を進めること。

- 709 709 - 現状通り
引き続き効率的・効果的な予算の執行に努
めていく。

国土交通省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災災害復旧等事業費
(事項)河川等災害復旧事業に必要な経費

復興庁 - 0164 - - - - - 平成２９年度対象 ○

　政策名：３．大気・水・土壌環境等の保全

　　　　　　施策名：３-６．東日本大震災への対応（環境モニタリング調査）

0153 環境モニタリング調査 H24 未定 539 539 428  対象外 現状通り

○放射性物質の情報等を的確に把握し、国民
に正しい情報を提供することは、環境回復の
状況の把握・国民の安心の確保に資する必要
性の高い事業であり、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行を進めること。
○復興特会事業としての終期について検討を
行うことが必要である。

537 537 1 - 現状通り

○引き続き、放射性物質の情報等を的確に
把握し、国民に正しい情報を迅速に提供す
ることにより、被災地周辺の環境回復状況
の把握、国民の安心の確保に資するよう、
効率的・効果的な予算執行に努めていく。
○終期については、「総合モニタリング計
画」の今後の策定状況を踏まえ、今後検討
する。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費

復興庁 - 0165 - - - - - 平成２７年度対象 ○

　政策名：４．廃棄物・リサイクル対策の推進

　　　　　　施策名：４-７. 東日本大震災への対応（災害廃棄物の処理）

0154 災害等廃棄物処理事業費補助金 H24 H29 598 839 293  対象外 終了予定 計画通り事業終了は適当である。 - - - - 予定通り終了 計画通り終了する。
環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費

復興庁 - 0166 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0155 災害廃棄物処理代行事業 H24 H32 6,603 7,403 4,602 
 執行率が低い理由を精査し、効率的な事業
執行を確保できる態勢を整える必要があ
る。

事業内容の一部
改善

○復興の障害となる災害廃棄物の処理は、復
興に資する必要性の高い事業である。平成32
年度の事業完了に向け、事業の進捗管理を行
うとともに、引き続き効率性に留意しつつ予
算の執行に努めること。
○支出先の選定に当たっては、競争性を確保
する取組を行うこと。

3,309 2,182 ▲1,127 - 
年度内に改善を

検討

○これまで丁寧かつ真摯な地元調整等に努
める中で時間を要し、予定どおりに執行が
進まなかった面もあるが、今後は平成32年
度内での事業の完了を目途に一定の見通し
が付いたことから、執行計画を検討した上
で当該年度の必要経費を計上している。
○平成32年度の事業の完了に向け、引き続
き効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
○支出先の選定に当たっては、業務内容を
踏まえた上で、公告期間の延長等による改
善を検討する。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費

復興庁 - 0167 - - - - - その他

0156 循環型社会形成推進交付金 H24 H32 12,134 12,299 9,669  対象外 現状通り

平成32年度の事業完了に向け、地方公共団体
とともに事業の進捗管理を徹底するととも
に、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
に努めること。

24,893 26,639 1,746 - 現状通り
平成32年度の事業の完了に向け、引き続き
効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)廃棄物処理施設整備に必要な経費

復興庁 - 0168 - - - - - 平成２８年度対象 ○

　政策名：５．生物多様性の保全と自然との共生の推進

　　　　　　施策名：５-６. 東日本大震災への対応（自然環境の復旧・復興）
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0157
帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急対策
事業

H25 H32 192 192 138 

 H28年度より改善したものの執行率が低
い。執行見込を精査し予算規模の適正化を
図ること。また、本事業に対する地元の
ニーズを把握するとともに、事業の進捗管
理を徹底すること。

現状通り

○関係省庁、関係地方公共団体等と密に連携
を図り、地域の実情に応じた事業を迅速に行
うこと。
○平成32年度の事業完了に向け、地方公共団
体とともに事業の進捗管理を徹底するととも
に、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行
に努めること。
○支出先の選定に当たっては、競争性を確保
する取組を行うこと。

416 420 4 - 現状通り

○今後とも、関係省庁、福島県、関係市町
村と連携し、地域の実情に即した事業を効
果的に行う。
○平成32年度の事業の完了に向け、引き続
き効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。
○支出先の選定に当たっては、入札公告期
間を長めに設定するなど、競争性の確保に
努める。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)生物多様性の保全等の推進に必要な経費

復興庁 - 0169 - - - - - その他 ○

0158 三陸復興国立公園等復興事業 H24 H32 544 1,382 1,240  対象外 現状通り
○平成32年度の事業完了に向け、事業の進捗
管理を行うとともに、引き続き効率性に留意
しつつ予算の執行に努めること。

544 870 326 - 現状通り
平成32年度の事業の完了に向け、引き続き
効率的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)東日本大震災復興事業費
(事項)自然公園等事業に必要な経費

復興庁 - 0170 - - - - - 平成２８年度対象

　政策名：１０．放射性物質による環境の汚染への対処

　　　　　　施策名：１０－１．放射性物質により汚染された廃棄物の処理

0159 放射性物質汚染廃棄物処理事業 H24 未定 166,984 190,713 128,871  対象外
事業内容の一部

改善

○毎年繰越と不用が発生しているため、予算
要求に当たっては事業規模の精査を行うこ
と。
○支出先の選定に当たっては、競争性を確保
する取組を行うこと。

145,542 109,567 ▲35,975 - 
年度内に改善を

検討

○平成31年度の予算要求については、事業
規模の精査を行った。
○入札に当たってより競争性を高めるた
め、業務内容を踏まえた上で、公告期間の
延長を検討する。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費
(項)環境保全復興事業費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0171 - - - - - 平成２８年度対象 ○ ○

　　　　　　施策名：１０－２．放射性物質汚染対処特措法に基づく除染等の措置等

0160 除去土壌等の適正管理・搬出等の実施 H24 未定 285,464 381,570 335,762  対象外
事業内容の一部

改善

○毎年繰越が発生しているため、予算要求に
当たっては事業規模の精査を行うこと。
○支出先の選定に当たっては、競争性を確保
する取組を行うこと。
○平成30年度以降（面的除染終了後）のアウ
トカム、アウトプットの指標を検討するこ
と。

121,212 125,654 4,441 - 
年度内に改善を

検討

○平成31年度の予算要求については、事業
規模の精査を行った。
○支出先の選定に当たっては、発注規模を
小さくして競争性の向上を図る。
○アウトプット、アウトカムの指標につい
ては検討する。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0172 - - - - - 平成２９年度対象 　 ○ ○

0161 中間貯蔵施設の整備等 H24 未定 145,111 146,467 109,685  対象外
事業内容の一部

改善

○毎年繰越と不用が発生しているため、予算
要求に当たっては事業規模の精査を行うこ
と。
○支出先の選定に当たっては、競争性を確保
する取組を行うこと。

279,902 234,536 ▲45,366 - 執行等改善

○平成31年度の予算要求については、事業
規模の精査を行った。
○支出先の選定に当たっては、公告期間の
延長により改善を実施する。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費
(項)環境保全復興事業費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0173 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0162 特定復興再生拠点整備事業 H29 未定 30,904 14,019 13,701 
 事業の適切な進捗管理、更なる効率的・効
果的な予算執行に努める。

現状通り

○引き続き効率性に留意しつつ予算の執行に
努めること。
○支出先の選定に当たっては、競争性を確保
する取組を行うこと。

69,037 101,340 32,303 - 現状通り

○特定復興再生拠点区域復興再生計画の認
定が進み、事業が本格化することからH31
年度の予算要求については増額した。
○引き続き効率的・効果的な予算の執行に
努めていく。
○支出先の選定に当たっては、発注規模を
小さくして競争性の向上を図る。

環境省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費

復興庁 新29 - 0007 - - - - - 前年度新規

　政策名：原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ること

　　　　　　施策名：原子力災害対策及び放射線モニタリングの充実

0163
原子力被災者環境放射線モニタリング対策関
連交付金

H25 未定 800 800 800 

 引続き、地方公共団体等と連携して事業の
ニーズの把握に努め、平成32年度の事業終
了に向け、引き続き、事業の適切な進捗管
理及び効率的な予算執行を行うこと。

現状通り

○住民の帰還の促進のため必要性の高い事業
であり、引き続き基金の執行状況に留意しつ
つ予算要求を行うこと。
○復興・創生期間の終了を見据えて当該事業
の今後の在り方を検討すべき。

800 800 - - 現状通り

○基金の執行状況を踏まえ、所要額を予算
計上した。適切な予算執行に努めていく。
○避難解除等区域等における住民の帰還状
況等を踏まえ、今後の在り方を検討する。

原子力規制委員会
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)原子力の安全確保に必要な経費

復興庁 - 0174 - - - - - その他 ○ ○

0164
放射性物質環境汚染状況監視等調査研究に必
要な経費

H24 未定 1,298 1,298 1,046  対象外 現状通り

○事故由来の放射性物質の影響把握のため、
引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進
めること。
○復興・創生期間の終了を見据えて当該事業
の今後の在り方を検討すべき。

1,344 1,444 100 - 現状通り

○引き続き、効率的・効果的な予算執行に
努めていく。
○「総合モニタリング計画」の今後の策定
状況を踏まえ、事業の今後の在り方を検討
する。

原子力規制委員会
農林水産省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)原子力の安全確保に必要な経費

復興庁 - 0175 - - - - - 平成２９年度対象 ○

0165 環境放射線測定等に必要な経費 H25 未定 1,108 1,108 912 
 引き続き競争性の確保に留意しつつ、被災
者のニーズを踏まえた支援を継続するこ
と。

現状通り

○福島第一原子力発電所周辺地域の放射線測
定のため、引き続き効率性に留意しつつ予算
の執行を進めること。
○復興・創生期間の終了を見据えて当該事業
の今後の在り方を検討すべき。
○事業の実施に当たっては、地元との調整を
丁寧に行うこと

1,118 1,118 0 - 現状通り

○引き続き効率的・効果的な予算執行に努
めていく。
○事業の実施に当たっては、地元との調整
を丁寧に行う

原子力規制委員会
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)原子力の安全確保に必要な経費

復興庁 - 0176 - - - - - その他 ○

　政策名：１．総合的な防衛体制を構築し、各種事態の抑止・対処のための体制を強化

　　　　　　施策名：(１) 周辺海空域における安全確保

0166 被災した装備品等の復旧 H25 H30 12,804 12,388 10,833  対象外 終了予定
東日本大震災により被災した装備品等は復旧
したため事業終了が適当。

- - - - 予定通り終了
東日本大震災により被災した装備品等は復
旧したため事業を終了する。

防衛省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)防衛復興政策費
(事項)武器車両等の購入に必要な経費
(事項)航空機の整備維持に必要な経費
(事項)教育・訓練の実施に必要な経費

復興庁 - 0177 - - - - - 平成２９年度対象

　　　　　　施策名：(２) 島嶼部に対する攻撃への対応

被災した装備品等の復旧
【0166の再掲】

　　　　　　施策名：(５) 大規模災害等への対応

被災した装備品等の復旧
【0166の再掲】

　いずれの施策にも関連しないもの

0167 国有財産等の除染 H26 H30 - 1,946 1,336  対象外 現状通り
事業終了に向け、引き続き、事業の適切な進
捗管理及び効率的な予算執行を行うこと。

- 1 1 - 現状通り

現場保管されている除去土壌の運搬費用が
必要となったため、事業終了年度を延長
し、Ｈ３１年度とした。
引き続き、効率的、効果的な予算の執行に
努めていく。

法務省、財務省、文科
省、厚労省、農水省、
国交省、防衛省
において執行

復興庁
東日本大震災
復興特別会計

(項)環境保全復興政策費
(事項)放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

復興庁 - 0178 - - - - - 平成２９年度対象

- - - - - -

- - - - - - - 

1,732,572 2,138,404 1,856,234 1,595,112 1,525,153 ▲69,960 ▲11,068 

- - - - 

- - - - 

14,984 15,018 13,065 15,585 17,121 1,536 

- - 

- - - - - - 

1,747,556 2,153,422 1,869,299 1,610,697 1,542,274 ▲68,424 

- - 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成30年度の点検の結果、事業を廃止し平成31年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成30年度の点検の結果、見直しが行われ平成31年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成30年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成31年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成30年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２６年度対象」、「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」、「平成２９年度対
象」と記載する。なお、平成３０年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

東日本大震災復興特別会計

合　　　　　計

一般会計

東日本大震災復興特別会計

一般会計

行政事業レビュー対象外　計

東日本大震災復興特別会計

一般会計

行政事業レビュー対象　計
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